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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２ 第79期、第80期、第81期及び第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、第82期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 300,641 309,593 330,106 348,967 417,027 

経常利益 (百万円) 16,612 21,922 27,806 38,858 58,471 

当期純利益 (百万円) 6,002 12,293 14,438 24,425 31,273

純資産額 (百万円) 134,168 146,476 156,842 185,841 225,713 

総資産額 (百万円) 332,757 342,300 345,989 381,557 449,578 

１株当たり純資産額 (円) 218.40 239.44 256.45 309.75 354.32 

１株当たり当期純利益 (円) 9.61 20.01 23.52 40.46 52.15

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 9.60 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.3 42.8 45.3 48.7 47.2 

自己資本利益率 (％) 4.44 8.76 9.52 14.25 15.70 

株価収益率 (倍) 29.74 19.78 16.83 23.82 15.05 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 31,077 22,189 38,046 39,764 52,168

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △21,940 △8,953 △23,081 △29,285 △41,153

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △12,517 △7,516 △19,115 △9,292 △10,150

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 7,400 12,783 8,426 10,113 10,701

従業員数 (人) 8,872 8,557 8,551 7,730 7,809 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２ 第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、転換社債を発行しているが、調整計算の結果、１株当たり当期純利益

金額が減少しなかったため記載していない。 

３ 第79期、第80期、第81期及び第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

４ 純資産額の算定にあたり、第82期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 192,860 202,786 212,905 227,916 238,042 

経常利益 (百万円) 11,059 14,764 20,230 27,157 44,343 

当期純利益 (百万円) 2,699 8,921 11,738 18,006 25,943

資本金 (百万円) 53,229 53,229 53,229 53,229 53,229 

発行済株式総数 (千株) 614,197 612,197 612,197 599,997 599,997 

純資産額 (百万円) 120,154 130,148 138,391 157,286 177,111 

総資産額 (百万円) 254,233 261,550 264,779 280,048 327,170 

１株当たり純資産額 (円) 195.62 212.78 226.31 262.19 295.42 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

6.00 

(3.00)

6.00

(3.00)

7.00

(3.50)

9.00 

(4.00)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益 (円) 4.34 14.54 19.14 29.86 43.26

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.3 49.8 52.3 56.2 54.1 

自己資本利益率 (％) 2.19 7.12 8.74 12.17 15.51 

株価収益率 (倍) 65.86 27.22 20.68 32.28 18.14 

配当性向 (％) 138.1 41.2 36.5 30.1 23.1 

従業員数 (人) 3,064 2,968 2,750 2,724 2,755 



２ 【沿革】 

  

(注) １ 合併年月は、合併登記年月を記載している。 

  ※２ 三菱レイヨン・カーペット株式会社は、平成19年４月１日付けで株式会社ＭＣＰに社名を変更した。 

年月 沿革 

昭和８年８月 新興人絹株式会社として創立 

 〃 ９年12月 大竹工場(広島県、現大竹事業所)を設置 

 〃 17年10月 日本化成工業株式会社と合併(社名：日本化成工業株式会社) 

 〃 19年５月 旭硝子株式会社と合併(社名：三菱化成工業株式会社) 

昭和25年６月 新光レイヨン株式会社として発足 

〔三菱化成工業株式会社は企業再建整備法により３社に分割され、当社は日本化成工業株式会社

(現在の三菱化学株式会社)、旭硝子株式会社とともに、新光レイヨン株式会社として発足〕 

 〃 27年12月 三菱レイヨン株式会社と改称 

 〃 31年７月 米国セラニーズ社と技術提携して三菱アセテート株式会社を設立(平成元年６月吸収合併) 

 〃 32年12月 米国モンサント社と技術提携して三菱ボンネル株式会社を設立(昭和43年８月吸収合併) 

 〃 37年10月 豊橋工場(愛知県、現豊橋事業所)を設置 

 〃 39年５月 株式会社菱晃を設立 

 〃 40年11月 日東化学工業株式会社の経営に参加 

 〃 43年６月 オランダ国エンカ・インターナショナル社よりポリエステル長繊維の製造技術を導入、新光エス

テル株式会社を設立(昭和48年８月吸収合併) 

 〃 46年４月 米国バーリントン・インダストリーズ社と技術提携して三菱バーリントン株式会社(平成19年３

月31日現在三菱レイヨン・カーペット株式会社※２)を設立 

 〃 48年８月 ダイヤフロック株式会社を設立(平成13年７月会社分割によりダイヤニトリックス株式会社に承

継) 

 〃 50年８月 三菱レイヨン・エンジニアリング株式会社を設立 

 〃 52年10月 東洋紡績株式会社と合弁でダイヤフアイバーズ株式会社を設立(平成元年４月解消) 

 〃 58年６月 三菱レイヨン アメリカ社(Mitsubishi Rayon America Inc.)(米国)を設立 

 〃 61年５月 米国デュポン社と合弁でエムアールシー・デュポン株式会社を設立 

 〃 63年７月 エムアールシー・ファイナンス株式会社を設立 

平成６年４月 伊藤忠商事株式会社と合弁で青島菱東紡織有限公司(中国)を設立 

 〃 ９年１月 タイ国セメンタイケミカル社外３社と合弁でタイ・エムエムエー社(Thai MMA Co.,Ltd.)(タイ)

を設立 

 〃 10年10月 日東化学工業株式会社を合併 

 〃 13年７月 三菱化学株式会社及びダイヤフロック株式会社と会社分割によりダイヤニトリックス株式会社を

設立 

 〃 13年９月 丸紅株式会社と合弁で南通麗陽化学有限公司(中国)を設立 

 〃 13年10月 三菱レイヨン・テキスタイル株式会社を会社分割により設立 

 〃 14年４月 宇部サイコン株式会社、宇部興産株式会社、ゼネラル・エレクトリック・カンパニーと合弁でユ

ーエムジー・エービーエス株式会社を設立 

 〃 14年12月 三菱麗陽高分子材料(南通)有限公司(中国)を設立 

 〃 15年１月 中国江蘇新亜化工集団公司外２社と合弁で江蘇新菱化工有限公司(中国)を設立 

 〃 15年３月 中国寧波連合投資控股有限公司外３社と合弁で寧波麗陽化繊有限公司(中国)を設立 

 〃 15年11月 ユナイテッド・ステイツ・ジプサム・カンパニー外２社と合弁でＭＲＣデラクリート株式会社を

設立 

 〃 16年３月 恵州恵菱化成有限公司(中国)を設立 

 〃 17年10月 ＭＲＣパイレン株式会社を会社分割により設立 

 〃 18年８月 韓国湖南石油化学株式会社と合弁で大山ＭＭＡ株式会社(韓国)を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社53社及び関連会社18社(平成19年３月31日現在)で構成さ

れており、化成品・樹脂の製造・加工・販売、繊維の製造・加工・販売並びに炭素繊維・複合材料、機能膜などの製

造・加工・販売、エンジニアリング、商社及び各種サービス・情報処理などの事業活動を行っている。各事業におけ

る当社グループ各社の位置づけ等は、次のとおりである。 

なお、次の３事業区分は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種

類別セグメント情報の区分と同一である。 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 一部の関係会社は、複数の事業区分に跨っている。 

  ※２ 三菱レイヨン・カーペット㈱は、平成19年４月１日付けで㈱ＭＣＰに社名を変更した。 

事業区分 主要製品 地域 主な関係会社 

化成品・ 

樹脂事業 

化成品 

成形材料 

板・フィルム 

コーティング材料 

樹脂改質剤 

プラスチック光ファイバー 

プラスチックロッドレンズ 

液晶用プリズムシート 

日本 

エムアールシーユニテック㈱、ダイヤニトリックス㈱、 

㈱ダイヤテック、アクリサンデー㈱、 

ユーエムジー・エービーエス㈱、 

エムアールシー・デュポン㈱、東栄化成㈱、 

エムアールシー幸田㈱、 

デュポンエムアールシードライフィルム㈱ 

海外 

Thai MMA Co.,Ltd.、恵州恵菱化成有限公司、 

大山MMA㈱、蘇州三友利化工有限公司、 

江蘇新菱化工有限公司、Diapolyacrylate Co.,Ltd.、 

南通麗陽化学有限公司、 

三菱麗陽高分子材料(南通)有限公司、 

Dianal America,Inc. 

繊維事業 

アクリル繊維 

アセテート繊維 

ポリエステル繊維 

ポリプロピレン繊維 

日本 

トーセン㈱、三菱レイヨン・テキスタイル㈱、 

菱光サイジング㈱、三菱レイヨン・カーペット㈱(※２)、 

MRCパイレン㈱、ダイヤモード㈱ 

海外 
寧波麗陽化繊有限公司、P.T.VONEX INDONESIA、 

青島菱東紡織有限公司 

炭素繊維・ 

複合材料、 

機能膜事業 

その他 

炭素繊維 

複合材料加工品 

航空機材 

清水器 

中空糸膜フィルター 

人工炭酸泉製造装置 

水処理機器システム 

プラントエンジニアリング 

建築関連材料 

日本 

エムアールシーコンポジットプロダクツ㈱、 

ダイヤインジェクションモールディング㈱、 

三菱レイヨン・エンジニアリング㈱、 

エムアールシー・ホームプロダクツ㈱、 

エムアールシー幸田㈱、㈱菱晃、MRCデラクリート㈱、日東

石膏ボード㈱、エムアールシーポリサッカライド㈱、 

エムアールシー情報システム㈱、 

エムアールシー・ファイナンス㈱ 

海外 

Grafil,Inc.、Newport Adhesives and Composites,Inc.、 

MRC Golf,Inc.、Mitsubishi Rayon America Inc.、 

MRC Hong Kong Co. Ltd. 



[事業系統図] 

以上の内容を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 

 
※個別記載会社 無印：連結子会社 

         * ：持分法適用関連会社 



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有 

又は被所有
割合(％) 

関係内容 

役員の
兼任等 資金援助 営業上の取引 設備の

賃貸借 
(連結子会社)              

Thai MMA Co.,Ltd.(※２) タイ 
バンコク市 

百万B. 
1,300 化成品・樹脂事業 45 3 債務保証

技術供与、 
化成品の購入 無 

恵州恵菱化成有限公司(※３) 中国広東省 千US$ 
65,000 化成品・樹脂事業 100 6 債務保証

技術供与、 
化成品の購入 無 

蘇州三友利化工有限公司 中国江蘇省 千US$ 
2,470 化成品・樹脂事業 51 2 債務保証 無 無 

江蘇新菱化工有限公司 中国江蘇省 千US$ 
24,600 化成品・樹脂事業 96.3 7 債務保証 無 無 

エムアールシーユニテック㈱ 青森県八戸市 57 化成品・樹脂事業 100 5 保証予約
化成品の販売
及び購入 有 

ダイヤニトリックス㈱(※３) 東京都中央区 2,000 化成品・樹脂事業 65 7 無
化成品の販売
及び購入 有 

Diapolyacrylate  
Co.,Ltd. 

タイ 
バンコク市 

百万B. 
358 化成品・樹脂事業 82.7 4 無

技術供与、 
機能樹脂製品
の販売、機能
化学品の購入 

無 

南通麗陽化学有限公司 中国江蘇省 千US$ 
20,730 化成品・樹脂事業 80 4 債務保証

化 成 品 の 販
売、機能樹脂
製品の購入 

無 

三菱麗陽高分子材料 
(南通)有限公司 中国江蘇省 千US$ 

27,500 化成品・樹脂事業 100 3 債務保証

技術供与、 
化 成 品 の 販
売、機能樹脂
製品の購入 

無 

㈱ダイヤテック 東京都大田区 95 化成品・樹脂事業 88.8 5 保証予約 無 無 

アクリサンデー㈱ 東京都台東区 30 化成品・樹脂事業 83.3 4 保証予約 無 無 

東栄化成㈱ 東京都中央区 248 化成品・樹脂事業 65.6 5 保証予約

化 成 品 の 販
売、機能化学
品の販売及び
購入 

無 

Dianal America,Inc. アメリカ 
テキサス州 

千US$ 
15,000 化成品・樹脂事業

100
(100)

2 保証予約
機能化学品の
販売及び購入 無 

エムアールシー幸田㈱ 愛知県 
額田郡幸田町 150 

化成品・樹脂事業
及び炭素繊維・複
合材料、機能膜事
業その他 

100 4 無
情報材料の販
売及び購入 有 

寧波麗陽化繊有限公司(※３) 中国浙江省 千US$ 
50,000 繊維事業 55 5 債務保証 技術供与 無 

トーセン㈱ 大阪府和泉市 60 繊維事業 100 5
貸付金

保証予約

アクリル繊維
の販売及び加
工委託 

有 

P.T.VONEX INDONESIA インドネシア
バンドン市 

千US$ 
23,660 繊維事業 95 6

貸付金
債務保証

アクリル繊維
の販売及び加
工委託 

無 

青島菱東紡織有限公司 中国山東省 千US$ 
5,000 繊維事業 65 5 無

アクリル繊維
の販売及び加
工委託 

無 

三菱レイヨン・ 
テキスタイル㈱ 大阪府大阪市 400 繊維事業 100 7 保証予約

アセテート繊
維及びポリエ
ステル繊維の
販売 

無 

菱光サイジング㈱ 富山県小矢部市 50 繊維事業 100 5 無

アセテート繊
維及びポリエ
ステル繊維の
加工委託 

無 

三菱レイヨン・カーペット㈱ 
(※５) 東京都中央区 400 繊維事業 100 4 貸付金 無 無 

MRCパイレン㈱ 大阪府和泉市 300 繊維事業 100 5 保証予約 無 有 

ダイヤモード㈱ 大阪府大阪市 100 繊維事業 100 4 保証予約
アクリル繊維
の販売 無 

Grafil,Inc. アメリカ 
カリフォルニア州 

千US$ 
1,382 

炭素繊維・複合材
料、機能膜事業そ
の他 

100
(100)

5 保証予約

炭素繊維原料
の販売、炭素
繊維の販売及
び購入 

無 

Newport Adhesives and 
Composites,Inc. 

アメリカ 
カリフォルニア州 

千US$ 
2,187 

炭素繊維・複合材
料、機能膜事業そ
の他 

100
(100)

5 無
炭素繊維製品
の販売及び購
入 

無 



  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

※２ 持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

※３ 特定子会社に該当する。 

 ４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

※５ 三菱レイヨン・カーペット㈱は、平成19年４月１日付けで㈱ＭＣＰに社名を変更した。 

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有 

又は被所有
割合(％) 

関係内容 

役員の
兼任等

資金援助 営業上の取引 設備の 
賃貸借 

エムアールシー 
コンポジットプロダクツ㈱ 愛知県豊橋市 50 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 5 無
炭素繊維製品
の販売及び購
入 

有  

MRC Golf,Inc. 
アメリカ 
カリフォルニア
州 

千US$ 
300 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100
(100)

4 無 無 無  

ダイヤインジェクション 
モールディング㈱ 愛知県豊橋市 30 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 4 保証予約

機能化学品の
販売、炭素繊
維加工品の購
入 

有  

三菱レイヨン・ 
エンジニアリング㈱ 東京都港区 1,200 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 12 保証予約
工場建設、保
全業務等の委
託 

有 

エムアールシー・ 
ホームプロダクツ㈱ 東京都中央区 50 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 6 保証予約 無 無 

㈱菱晃 東京都中央区 100 
炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

80 7 無
機能樹脂製品
の販売 有 

MRCデラクリート㈱ 東京都港区 30 
炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

85 3 保証予約 無 無 

日東石膏ボード㈱ 青森県八戸市 200 
炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

70.5 4 保証予約 無 無 

エムアールシー 
ポリサッカライド㈱ 富山県富山市 50 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 4 保証予約 無 有 

Mitsubishi Rayon  
America Inc. 

アメリカ 
ニューヨーク州 

千US$ 
850 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 3 債務保証
樹脂製品の販
売、情報提供
委託 

無 

MRC Hong Kong Co. Ltd. 中国 
香港特別行政区 

千HK$ 
1,482 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 4 債務保証
樹脂製品及び
繊維の販売、
情報提供委託 

無 

エムアールシー情報 
システム㈱ 東京都港区 50 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 4 無
情報処理業務
の委託・機器
の賃借 

有 

エムアールシー・ 
ファイナンス㈱ 東京都港区 30 

炭素繊維・複合
材料、機能膜事
業その他 

100 3 債務保証 無 無 

その他 14社             

(持分法適用関連会社)             

大山MMA㈱ 韓国 
忠清南道瑞山市 

百万KRW 
10,000 

化成品・樹脂事
業 50 4 無 技術供与 無 

ユーエムジー・ 
エービーエス㈱ 東京都中央区 3,000 化成品・樹脂事

業 42.7 4 無
機能樹脂製品
の販売、機能
化学品の購入 

有 

エムアールシー・ 
デュポン㈱ 東京都港区 1,000 化成品・樹脂事

業 45 4 無 化成品の販売 有 

デュポンエムアールシー 
ドライフィルム㈱ 東京都千代田区 100 化成品・樹脂事

業 50 3 無
技術供与、 
機能化学品の
販売 

有 

その他 14社             



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) 従業員数は、連結子会社以外への出向者及び臨時作業員は除いてある。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は嘱託を含み、出向者及び臨時作業員は除いてある。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には、連結子会社への出向者を含めて、三菱レイヨン労働組合が組織されており、上部団体は全国繊維化学

食品流通サービス一般労働組合同盟・化学部会である。従業員のうち同組合員は3,370人(平成19年３月31日現在)で

ある。 

なお、労使関係については特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

化成品・樹脂事業 2,468 

繊維事業 1,862 

炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他 2,669 

全社 810 

合計 7,809 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

2,755 41.8 20.4 7,022,112 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の海外経済は、米国経済は減速に転じたものの底堅さは維持し、アジア経済も、成長率は緩やか

に低下したものの中国が高成長を維持して引き続き拡大した。日本経済においては、個人消費は低い伸びにとどま

ったが、好調な企業収益を背景に設備投資が増加し、景気は拡大基調が続いた。しかしながら、原燃料価格の高騰

やＩＴ関連材の在庫調整など、企業を取巻く事業環境は変化が激しく厳しいものとなった。 

このような環境の下で当社グループは、平成17年度からスタートした第５次中期経営計画「ＵＳ→２００７」を

推進し、「成長し続ける高収益型企業」の実現を目指して具体的な施策を実行している。 

ＭＭＡ(メタクリル酸メチル)系事業については、中国で建設を進めてきたＭＭＡモノマー工場は、平成18年12月

に生産を開始した。また、ＭＭＡモノマー及びポリマー製造・販売のための合弁会社を韓国で設立することを決定

した。さらに、Thai MMA Co.,Ltd.においてＭＭＡモノマープラントの増設とアクリル樹脂板プラントの新設も決定

し、事業規模、収益力において世界で圧倒的なＭＭＡチェーンの地位構築に取り組んでいる。 

ＡＮ(アクリロニトリル)系事業については、アクリル繊維事業では、事業構造抜本改革による収益安定化を目指

し諸施策を実施している。炭素繊維・複合材料事業については、産業用途等の高付加価値分野への展開を図り、独

自性・競争力のある事業の構築に取り組んでいる。さらに、ＡＮ系事業の基盤拡大・強化のため、平成18年４月よ

りダイヤニトリックス㈱を連結子会社とし一体運営を行っている。 

また、事業競争力の強化に向け、生産技術・体制の高度化、品種・在庫マネジメント等のＢＰＲ(業務プロセスの

革新活動)を推進している。 

当連結会計年度の営業成績は、売上高417,027百万円(前連結会計年度比19.5％増)、営業利益59,665百万円(前連

結会計年度比53.9％増)、経常利益58,471百万円(前連結会計年度比50.4％増)、当期純利益31,273百万円(前連結会

計年度比28.0％増)となった。 

なお、前連結会計年度より退職給付会計における数理計算上の差異の処理方法を、発生の翌連結会計年度に営業

費用として一括償却する方法に変更しており、数理計算上の差異償却額(前連結会計年度は933百万円の損、当連結

会計年度は14,209百万円の益)を除いた当連結会計年度の営業利益は45,455百万円(前連結会計年度比14.4％増)、経

常利益は44,261百万円(前連結会計年度比11.2％増)となる。 

  



事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① 化成品・樹脂事業 

化成品事業では、ＭＭＡモノマーは、アジアでの需要が旺盛で、好調な販売が続いた。また、高騰した原燃料

価格に対して、コストダウンと製品価格の引き上げに努めた。生産面では、逼迫した需給バランスに対応し日本

での１００％操業を継続した。 

Thai MMA Co.,Ltd.におけるＭＭＡモノマーの販売も、旺盛な需要に支えられ、堅調に推移した。 

なお、平成18年12月に生産を開始した中国の恵州恵菱化成有限公司は、順調な操業を継続している。 

機能樹脂・機能化学品事業では、アクリル樹脂成形材料は、ＩＴ関連の需要が生産調整の影響を受けたが、日

本における車両、家電、建材用途の需要が堅調に推移し、前連結会計年度を上回る売り上げを確保した。中国の

南通麗陽化学有限公司は、ＩＴ分野の需要が低迷した影響を受けたものの、売り上げを伸ばした。アクリル樹脂

板は、携帯電話用途向け表面硬化アクリル板の需要は拡大したが、導光板の需要が液晶ディスプレイ(ＬＣＤ)の

生産調整の影響を受け、販売量は伸び悩んだ。平成17年６月に操業を開始した中国の三菱麗陽高分子材料(南通)

有限公司は、高水準の操業を維持し、順調な販売が続いた。アクリル系フィルムは、建材、車両内装用途向けの

販売が堅調に推移し、売り上げを伸ばした。コーティング材料は、自動車用途の需要が堅調に推移し、売り上げ

を伸ばした。また、今後伸長が期待できるディスク用ハードコート材「レイクイーン」については、市場開拓を

進め販売量を伸ばした。樹脂改質剤「メタブレン」は、非塩ビ向けＯＡ機器関連用途や海外向けの販売が堅調に

推移した。 

情報材料事業では、プラスチック光ファイバーは引き続き欧州での車載ＬＡＮ向けの販売量が順調に伸び、プ

ラスチックロッドレンズは複合型プリンター向けの販売が堅調に推移した。液晶用プリズムシート「ダイヤアー

ト」は、主力のノート型パソコン用途の需要がＬＣＤの生産調整の影響を受けたが、増設した設備が平成18年６

月から稼働し、韓国、台湾向けに拡販を行い、売り上げを伸ばした。 

この結果、化成品・樹脂事業の売上高は219,622百万円(前連結会計年度比28.4％増)、営業利益は41,516百万円

(前連結会計年度比51.1％増)となった。 

② 繊維事業 

アクリル繊維事業では、アクリル短繊維は、平成17年12月に稼働を開始した中国の寧波麗陽化繊有限公司につ

いては、当連結会計年度の前半は低水準の操業にとどまったが、徐々に操業度を上げることができた。販売面で

は、寧波からの出荷を含めたアジア向けの販売量は増加したものの、日本においては市場の縮小がさらに進み減

販となった。また、原燃料価格の高騰に対して、製品価格を十分に是正するまでに至らず、事業は厳しい状況が

続いている。今後、日本品、寧波品の製品ポートフォリオの最適化を図るとともに、特化素材の拡販、日本にお

ける販売体制の見直し、海外紡績の一段の構造改革等を推進し、収益力の回復を目指す。 

その他の繊維事業では、三菱レイヨン・テキスタイル㈱は、トリアセテート長繊維「ソアロン」については、

欧米向けの販売が伸び悩んだが、中国、中東向け及び日本においては順調に推移した。ジアセテート長繊維「リ

ンダ」は、海外向けの販売量は減少したものの日本では増販し、前連結会計年度並の売り上げを確保した。な

お、カーペット事業については、平成18年12月に東リグループに譲渡した。 

この結果、繊維事業の売上高は85,882百万円(前連結会計年度比1.2％増)、営業利益は1,922百万円(前連結会計

年度比37.7％増)となった。 



③ 炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他 

炭素繊維・複合材料事業では、航空機分野や風力発電用途の需要が伸長するなかで、産業資材・スポーツレジ

ャー用途の需要も拡大し、世界的に需給の逼迫した状況が続いた。当社グループは、スポーツレジャー用途を基

盤に、圧力容器用途をはじめとする一般産業用途への展開強化を図り、販売は好調に推移した。原燃料価格の高

騰に対しては、コストダウン及び製品価格の引き上げを進めた。生産面では、日本、米国ともに高水準の操業を

継続した。なお、豊橋事業所において建設を進めてきた年産2,200トンの生産設備は、平成19年４～６月期に稼働

する予定である。 

機能膜事業では、家庭用清水器は、鉛・トリハロメタン・農薬等の汚染物質除去多機能商品やアルカリイオン

整水機能商品など高機能商品の販売が堅調に推移した。機能膜製品は、市場から高い評価を受けている新規膜を

使用した下排水処理用途向け新中空糸膜ユニットの販売に注力し、中国及び韓国で各種下排水処理物件を受注し

た。 

その他の事業では、エンジニアリング事業は、得意とするプラント建設工事における大型物件の受注が寄与し

て、売り上げを伸ばした。㈱菱晃は、自動車用途向け樹脂製品の販売が堅調に推移した。 

この結果、炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他の売上高は111,522百万円(前連結会計年度比19.7％増)、営

業利益は16,126百万円(前連結会計年度比65.2％増)となった。 



所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① 日本 

日本においては、化成品・樹脂事業及び炭素繊維・複合材料事業を中心に業績が好調であったため、売上高は

338,405百万円(前連結会計年度比14.4％増)、営業利益は49,664百万円(前連結会計年度比67.0％増)となった。 

② アジア 

アジアにおいては、前連結会計年度中において操業を開始した三菱麗陽高分子材料(南通)有限公司及び寧波麗

陽化繊有限公司が売り上げを伸ばしたことなどにより、売上高は47,911百万円(前連結会計年度比52.2％増)、営

業利益は5,583百万円(前連結会計年度比19.7％減)となった。 

③ 米国 

米国においては、Grafil,Inc.及びNewport Adhesives and Composites,Inc.の炭素繊維・複合材料事業の業績

が好調であったため、売上高は30,711百万円(前連結会計年度比41.1％増)、営業利益は4,646百万円(前連結会計

年度比112.2％増)となった。 

  

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、投資活動及び財務活動による支出は増加したが、

営業活動による収入が増加したことなどにより、前連結会計年度と比べ588百万円増加し、当連結会計年度末には

10,701百万円となった。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加や法人税等の支払による支出額

の増加があったが、税金等調整前当期純利益の増加や仕入債務の増加などにより、前連結会計年度比12,403百万円

収入増の52,168百万円の収入となった。 

当連結会計年度の主な項目は、税金等調整前当期純利益が56,392百万円、減価償却費が17,977百万円、仕入債務

の増加額が20,024百万円であり、一方、前払年金費用の増加額が11,908百万円、売上債権の増加額が12,809百万

円、法人税等の支払による支出額が14,701百万円である。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出の増加や連結範囲の変更を

伴う子会社株式取得による支出があったことなどにより、前連結会計年度比11,868百万円支出増の41,153百万円の

支出となった。 

当連結会計年度の主な項目は、設備投資による支出が32,448百万円、投資有価証券の取得による支出が6,179百万

円、連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による支出が4,156百万円であり、一方、有形固定資産の売却による収入

が1,904百万円、土地取得費用助成金の受取額が1,309百万円である。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度比858百万円支出増の10,150百万

円の支出となった。 

当連結会計年度の主な項目は、短期借入金の減少額が5,726百万円、配当金の支払（少数株主に対する配当金支払

を含む）が9,768百万円であり、一方、長期借入れによる収入が7,126百万円である。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、そ

の容量、構造、形式などは必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメ

ントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」において、各事業の種類別セグメント業

績に関連付けて示している。 

  

当連結会計年度の売上高 

  

(注) 金額には消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメント 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(百万円) 

前連結会計年度比 
(％) 

化成品・樹脂事業 219,622 28.4 

繊維事業 85,882 1.2 

炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他 111,522 19.7 

合計 417,027 19.5 



３ 【対処すべき課題】 

(1) 経営方針 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、「〝最高の質〟を追求し、人々の豊かな未来に貢献しま

す」の経営理念のもと、独自性と優位性を併せ持ったＵ(ユニークネス)Ｓ(スペシャリティ)事業群からなり、継続的

に社会に貢献し続ける、「高収益型、成長型三菱レイヨングループ」を自助努力で創り上げることを、経営の基本目

標としている。 

その実現のための、経営の基本姿勢は次のとおりである。 

第一に、企業としての社会的責任を果たし、社会の信頼をかち得てこそ、将来にわたる当社グループの存続・成長

が可能であるとの認識のもと、コンプライアンス経営の徹底を図る。当社グループのこれまでの経験を踏まえ、法令

遵守体制、リスク管理体制、企業情報開示体制を包括する内部統制システムを構築し、日々の業務遂行において何に

もまして優先させることを徹底する。 

第二に、「高収益」「成長」の観点から、各事業の挙益力や将来性を継続的に見極め、得意技術を活かし強化・拡

大を目指す事業に経営資源を集中させるとともに、新たな得意事業領域の創出への挑戦を続けることにより、ポート

フォリオ・マネジメントを徹底する。 

  

(2) 対処すべき課題 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、「集中と拡大」を基本コンセプトとする平成17年度から

平成19年度までの第５次中期経営計画「ＵＳ→２００７」に取り組んでいる。第５次中期経営計画は、平成22年

(2010年)における当社グループのありたい姿の実現を目指して、持続的成長を実現させるための具体的施策を実践す

る計画として位置付けている。 

平成19年度はその最終年度であると同時に、平成27年度(2015年度)におけるありたい姿をイメージした上で、「高

収益型、成長型三菱レイヨングループ」を創り上げるべく策定する次期中期経営計画(平成20年度から平成22年度ま

で)の実質的なスタート・アップの年である。 

そのため、①「事業部門」等を廃止し組織をフラット化することにより、組織を活性化させ、事業経営の自律性、

迅速性を高める、②事業チェーンを明確にし、チェーン展開を強化する、ことを主な目的とした組織改正を平成19年

４月に実施した。平成19年度の主要課題は、次のとおりである。 

① アクリル系事業の成長加速 

基幹事業であるアクリル系事業(ＭＭＡ[メタクリル酸メチル]系及びＡＮ[アクリロニトリル]系)に経営資源を集中

させ、ＭＭＡ系事業においては、事業規模、収益力において世界で圧倒的なＭＭＡチェーンの構築を目指すととも

に、ＡＮ系事業の挙益力強化を進める。 

ＭＭＡ系事業は、日本、タイに続き中国においても、モノマーからポリマーまで一貫した強固なＭＭＡ事業体を構

築したが、韓国、タイの新増設計画の決定に続き、さらなる成長・拡大追求のための大型投資計画を継続検討すると

ともに、ポリマー・コポリマー、光学部材における新製品・新商材の開発や用途・市場開拓を推進しており、チェー

ンとしての事業展開を継続、強化する。 

一方、ＡＮ系事業は、今回の組織改正やダイヤニトリックス㈱の連結子会社化により、ＡＮモノマーからアクリル

繊維、炭素繊維に至る事業チェーンであることを明確にし、ＭＭＡ系事業に次ぐ事業チェーンとして成長を目指す。

アクリル繊維事業においては、事業構造改革の推進と、平成18年後半に操業率を引き上げることができた中国生産拠

点の稼働を軌道に乗せることにより、挙益力の回復を図る。炭素繊維・複合材料事業においては、日本の増設設備を

平成19年４～６月期に稼働させ早期に戦力化させるとともに、当社グループの強みを徹底追求し、新商材の上市、高

付加価値素材の展開や、さらなる増強計画の検討を進めるなど、独自性・競争力ある事業として拡大を図る。 



② 事業競争力強化活動の継続推進 

事業競争力強化活動は、これまで、業務改革や生産改革などで成果を上げてきており、現中期経営計画においても

「ＪＫ→２００７」活動として継続推進している。従来から継続している生産技術・体制の高度化、品種・在庫マネ

ジメントの徹底などの活動に、用途開発、市場開拓などの活動も新たに加え、競争力の一層の強化を図っている。 

③ 新規事業の創出 

引き続き、アクリル系事業領域における新事業創出による収益力強化を進めるとともに、次期コア事業群の創出に

持続性をもって粘り強く挑戦する。 

また、平成19年４月の組織改正において、研究開発の横串機能を強化し、各研究所・センター等の連携がより強固

となる体制とした。これにより、複数の研究開発組織にわたる横断テーマ設定による、新技術・新製品の開発力強化

を一層進める。 

④ 内部統制の強化 

当社グループは、企業としての社会的責任(ＣＳＲ)を果たすことを、経営の基本姿勢の第一としているが、平成19

年４月にＣＳＲ委員会を設置し、個々のＣＳＲ活動を統括させることとした。今後のＣＳＲ活動については、同委員

会が当社グループ全体の活動の方向性を示した上で、それに基づき、それぞれの活動の調和を図りながら、さらに充

実、強化させていく。 

内部統制については、取締役会で決議した基本方針に基づき、平成18年度には、関連規則の見直し、抽出した重要

リスクについての標準対策の策定などを実施した。平成19年度においては、「財務報告に係る内部統制」へ優先的に

取り組むとともに、重要リスクの見直し、標準対策の実効性を高めるための啓蒙活動などを実施し、情報管理、リス

ク管理、効率的な業務執行、コンプライアンス、グループ管理など「業務の適正を確保する体制」の整備を進める。

世界経済及び日本経済は、今後も緩やかな成長を持続するものと考えられる。しかしながら、原燃料価格や為替相

場の先行きは予断を許さない状況にあり、米国経済やアジア経済の急減速、日本における金利上昇など懸念材料も多

く、景気の先行きには不透明感もある。 

このような環境のなかで、当社グループは、高騰した原燃料価格に対する適切な販売価格の引き上げに引き続き努

めるとともに、製品の高付加価値化、「ＪＫ→２００７」活動の推進による事業競争力強化を図ることにより、課題

の達成に向けて全力を傾ける所存である。 



４ 【事業等のリスク】 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の経営成績、株価及び財務状況などに影響を及ぼす可能性の

あるリスクには以下のようなものがある。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成19年３月31日)現在において当社グループが判断

したものである。 

  

(1) 経済情勢、競合などの影響 

当社グループは、主として素材系製品の販売を行っている。その最終用途は、自動車などの輸送機器、家電・Ｉ

Ｔ機器などの電気機器、衣料用品、寝装用品、スポーツ用品、家庭用品、嗜好品、雑貨、建材、溶媒、プラントエ

ンジニアリングなど多岐にわたっている。したがって、特定の用途に限らず、一般的な景気動向の影響を受ける。

また、海外売上高比率は約44.9％(平成19年３月期)であり、日本を含む世界の景気動向の影響を受ける。 

当社グループは、日本、アジア、米国に拠点を設けて事業活動を行っている。アジア、米国所在のグループ企業

については、各国通貨を円換算することから、為替レート変動の影響を受ける。また、当社をはじめとする日本所

在のグループ企業の貿易取引(輸出及び輸入)においては、為替レート変動(主として日本円／米国ドル)が業績及び

財務状況に影響を及ぼす。この場合、通常円高が業績悪化要因となる。 

当社グループの社債及び借入金のうち、短期借入金については金利変動の影響を受ける。社債及び長期借入金に

ついては、将来的には、金利変動の影響を受ける可能性がある。 

当社グループは、投資有価証券として株式を保有しているとともに、年金資産の一部を株式及び外国債券にて運

用している。したがって、株式及び債券市場の動向は、業績及び財務状況に影響を及ぼす。 

当社グループは、ＭＭＡ(メタクリル酸メチル)モノマーなどの化成品やアクリル繊維などの合成繊維を製造・販

売しており、それらの原料として石油化学原料などの化学品を購入するとともに、自家発電所用の燃料を購入して

いる。これらの原燃料に関し、需要などに基づく価格変動や、調達先の事故などに基づく供給中断、削減が生じた

場合は、業績に影響を及ぼす。 

当社グループの主力事業が属する化学業界や繊維業界をはじめとして、事業活動を展開するにあたっては、他社

との競合激化は避けられない状況にあり、それに伴う需給バランスや市況の変動は業績に影響を及ぼす。当社グル

ープの主力事業のうち、ＭＭＡモノマー、アクリル樹脂成形材料、アクリル樹脂板、炭素繊維などの業界では、堅

調な需要の伸びを背景に、能力増強が実施または計画されている。これらの能力増強により一時的な需給失調が生

じる可能性があり、その影響を受ける可能性がある。 

  



(2) 販売・製造する製品の潜在的危険性 

当社グループは、化学品系製品の販売を行っている。その中には、法令上「危険物」に指定されている製品をは

じめ、取扱いに十分な注意が必要な製品が数多く含まれている。顧客などに対し取扱いにあたっての危険情報を開

示しているが、物流過程での不慮の事故発生の可能性がある。また、品質保証体制には万全の策を講じてはいる

が、製品の欠陥やプラントエンジニアリングなどでの施工クレームが発生する可能性がある。 

製造にあたっては、環境の保全や安全の確保のための万全の策を講じてはいるが、主要な製造プロセスはさまざ

まな化学物質を取り扱う化学プラントであり、潜在的危険性を内在している。 

以上のような潜在的危険性が顕在化した場合は、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

当社グループは、過去に一部製品で石綿を原料として使用していた。また、建屋・設備の一部で使用しており安

全対策・代替化を進めている。現在までに健康被害の報告はないが、従業員などの健康診断を継続する。 

今後の状況によっては、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3) 海外での事業活動 

当社グループは、日本以外では、アジア及び米国で事業活動を行っている。海外での事業活動にあたっては、予

期しない法規制の変更、政治体制の激変、人材確保の困難性、産業基盤の遮断、社会情勢の混乱など、潜在的危険

性を内在している。 

また、当社グループは海外において、大規模な投資を計画しているが、市場動向や建設工事の遅延などにより、

予定通り営業開始することができない可能性がある。 

以上のような潜在的危険性が顕在化した場合は、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(4) 重要な訴訟など 

当社の連結子会社である三菱レイヨン・カーペット株式会社は、平成17年９月６日、価格カルテルの疑いで公正

取引委員会の立入調査を受け、平成18年７月25日に排除措置命令及び課徴金納付命令が確定し、終結した。 

当社は、平成15年12月11日に、塩化ビニル樹脂向けモディファイヤーの販売価格を共同で引き上げたとして、公

正取引委員会から独占禁止法違反(不当な取引制限の禁止)による排除勧告を受けたが、同勧告に対し平成15年12月

22日に不応諾の文書を提出し、現在審判中である。本件に関し、米国においては当社グループのモディファイヤー

の販売に関し、価格カルテルを結んでいたとして、損害賠償請求の民事訴訟が提起され、平成19年６月に一部につ

いては和解した。 

以上の訴訟などの結果によっては、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 合弁会社設立に関する契約 

  

契約会社名 契約締結先 内容 契約発効日 有効期間 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

E. I.du Pont de Nemours 
& Company(アメリカ) 

人工大理石の製造、加工、売買及
び輸出入に関する合弁会社(エム
アールシー・デュポン㈱)の設立 

昭和61年 
５月７日 

合弁会社の
存続する期
間 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

P. T.TRITUNGGAL 
MULTICHEMICALS 
(インドネシア)及び中外
貿易株式会社(日本) 

溶液型アクリル樹脂の製造、販売
に関する合弁会社(P.T.DIACHEM 
RESINS INDONESIA)の設立 

平成４年 
10月１日 

〃 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

伊藤忠商事株式会社 
(日本) 

合繊梳毛紡績糸の製造、販売に関
する合弁会社(青島菱東紡織有限
公司)の設立 

平成６年 
４月１日 

〃 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

Thai Urethane Plastic 
Co.,Ltd.(タイ)、 
Charoen Bura Co.,Ltd. 
(タイ)及び中外貿易 
株式会社(日本) 

溶液型アクリル樹脂の製造、販売
に関する合弁会社(MRC  Resins 
(Thailand)Co.,Ltd.)の設立 

平成８年 
４月１日 

〃 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

吉林化学工業公司蘇州安
利化工廠(中国)及び 
住友商事株式会社(日本) 

メタクリル酸高級エステルの製
造、販売に関する合弁会社(蘇州
三友利化工有限公司)の設立 

平成８年 
10月21日 

〃 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

Cementhai Chemicals 
Co.,Ltd.(タイ)、 
Bangkok  Synthetics 
 Co.,Ltd.(タイ)、 
三菱商事株式会社(日本)
及びThai-MC Co.,Ltd. 
(タイ) 

メタクリル酸メチルモノマーの製
造、販売に関する合弁会社(Thai 
MMA Co.,Ltd.)の設立 

平成８年 
11月27日 

〃 

Dianal America,Inc. 
(連結子会社) 

Aristech Chemical 
Corporation 
(アメリカ) 

メタクリル樹脂シートの製造、販
売に関する合弁会社(Aristech 
Acrylics LLC)の設立 

平成９年 
10月１日 

〃 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

三菱化学株式会社(日本) 

アクリロニトリル、アクリルアマ
イド、高分子凝集剤事業及び関連
事業についての製造、販売等に関
する合弁会社(ダイヤニトリック
ス株式会社)の設立 

平成13年 
４月27日 

〃 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

丸紅株式会社(日本) 
メタクリル樹脂成形材料の製造、
販売に関する合弁会社(南通麗陽
化学有限公司)の設立 

平成13年 
９月21日 

営業許可取
得より50年 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

宇部サイコン株式会社 
(日本)、宇部興産株式会
社 ( 日 本 ) 及 び General 
Electric Company(米国) 

ＡＢＳ(アクリロニトリル・ブタ
ジエン・スチレン)樹脂の製造、
販売に関する合弁会社(ユーエム
ジー・エービーエス株式会社)の
設立 

平成13年 
12月26日 

合弁会社の
存続する期
間 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

寧波聯合投資控股有限公
司(中国)、三菱商事株式
会社(日本)、丸紅株式会
社(日本)及び伊藤忠商事
株式会社(日本) 

アクリル繊維の製造、販売に関す
る合弁会社(寧波麗陽化繊有限公
司)の設立 

平成15年 
２月10日 

営業許可取
得から30年 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

三菱商事株式会社(日本) 
光電子部品の製造、販売に関する
合弁会社(蘇州麗陽光学産品有限
公司)の設立 

平成15年 
４月１日 

営業許可取
得から50年 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

Gypsum Engineering 
Company(米国)、住友商事 
株式会社(日本)及び 
United States Gypsum 
Company (米国) 

建築用内・外壁材の製造、販売に
関する合弁会社(MRCデラクリート
株式会社)の設立 

平成15年 
９月４日 

合弁会社の
存続する期
間 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

湖南石油化学株式会社 
(韓国) 

メタクリル酸メチルモノマー、メ
タクリル酸メチルポリマーの製
造、販売に関する合弁会社(大山
ＭＭＡ株式会社)の設立 

平成18年 
５月２日 

〃 

三菱レイヨン株式会社 
(当社) 

東リ株式会社(日本) 
カーペットを含むインテリア商品
の販売に関する合弁会社(ダイ
ヤ・カーペット株式会社)の設立 

平成18年 
10月20日 

〃 



 (2) 技術供与に関する契約 
  

  

契約会社名 契約締結先 内容 対価 契約発効日 有効期間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

MRC Resins 
(Thailand)Co.,Ltd. 
(タイ) 

熱硬化性及び熱可塑性
溶液型アクリル樹脂の
製造に関する技術輸出 

頭金及び販売額に
応じたランニン
グ・ロイヤリティ 

平成８年 
８月14日 

商業販売開
始後14年間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

Thai MMA Co.,Ltd. 
(タイ) 

メタクリル酸メチルモ
ノマーの製造に関する
技術輸出 

頭金及び販売額に
応じたランニン
グ・ロイヤリティ 

平成９年 
２月27日 

生産設備完
成後最初に
到来する１
月１日から
10年間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

江蘇新菱化工有限 
公司(中国) 

メチルアミン、ジメチ
ルフォルムアマイドの
製造に関する技術輸出 

定額払い
平成15年 
３月18日 

契約発効日
から10年間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

寧波麗陽化繊有限 
公司(中国) 

アクリル繊維製造に関
する技術輸出 

頭金及び販売額に
応 じ た ラ ン ニ ン
グ・ロイヤリティ 

平成15年 
５月14日 

商業生産開
始後10年間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

南通麗陽化学有限 
公司（中国） 

メタクリル樹脂成形材
料製造に関する技術輸
出 

一括払い
平成15年 
６月９日 

営業許可取
得から50年
間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

Thai MMA Co.,Ltd. 
(タイ) 

メタクリル酸高級エス
テルの製造に関する技
術輸出 

頭金及び販売額に
応 じ た ラ ン ニ ン
グ・ロイヤリティ 

平成15年 
８月１日 

生産設備完
成後最初に
到来する１
月１日から
10年間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

恵州恵菱化成有限 
公司(中国) 

メタクリル酸メチルモ
ノマーの製造に関する
技術輸出 

頭金及び販売額に
応 じ た ラ ン ニ ン
グ・ロイヤリティ 

平成16年 
９月30日 

契約発効日
から平成36
年7月13日ま
で 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

三菱麗陽高分子材料
(南通)有限公司(中
国) 

アクリル樹脂板の製造
に関する技術輸出 

販売額に応じたラ
ンニング・ロイヤ
リティ 

平成17年 
１月12日 

契約発効日
から10年間
または特許
の存続期間
の う ち、い
ずれか長い
方 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

三菱麗陽高分子材料
(南通)有限公司(中
国) 

コーティングレジンの
製造に関する技術輸出 

販売額に応じたラ
ンニング・ロイヤ
リティ 

平成17年 
１月12日 

〃 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

大山ＭＭＡ株式会社
(韓国) 

メタクリル酸メチルモ
ノマーの製造に関する
技術輸出 

頭金及び販売額に
応 じ た ラ ン ニ ン
グ・ロイヤリティ 

平成18年 
８月２日 

商業生産開
始年の翌年
１月１日か
ら10年間 

三菱レイヨン株式 
会社(当社) 

大山ＭＭＡ株式会社
(韓国) 

メタクリル酸メチルポ
リマーの製造に関する
技術輸出 

頭金及び販売額に
応 じ た ラ ン ニ ン
グ・ロイヤリティ 

平成18年 
８月２日 

〃 



(3) 協業に関する契約 

  

  

(4) ダイヤニトリックス株式会社の株式異動について 

連結財務諸表提出会社(以下、当社)は、前連結会計年度末においてダイヤニトリックス株式会社の発行済普通

株式の50％を所有していたが、平成18年４月１日付けで、三菱化学株式会社が所有する同社の株式の15％を取得

し、当社の同社に対する持ち株比率が65％となった。 

これにより、従来、持分法を適用する関連会社であったダイヤニトリックス株式会社は、当連結会計年度よ

り、当社の連結子会社となった。 

ダイヤニトリックス株式会社の概要は、次のとおりである。 

イ．所在地 

東京都中央区 

ロ．事業内容 

アクリロニトリル、アクリルアマイド、これらの製造用触媒及び凝集剤の製造、販売 

ハ．業績及び財政状態(平成19年３月期) 

売上高    51,223百万円 

当期純利益   2,187百万円 

資本金     2,000百万円 

総資産    23,673百万円 

ニ．株式の取得価額 

4,800百万円 

  

(5) 事業譲渡に関する契約 

カーペット販売事業の譲渡について 

平成18年11月10日連結子会社である三菱レイヨン・カーペット㈱(現㈱ＭＣＰ)は、持分法適用関連会社である

ダイヤ・カーペット㈱(東リ㈱の連結子会社)とカーペットの販売に係る事業譲渡契約を締結し、平成18年12月１

日をもって譲渡した。 

当該事業譲渡契約に関する主な内容は、次のとおりである。 

イ． 三菱レイヨン・カーペット㈱は、カーペット販売事業に係る固定資産及びたな卸資産を譲渡する。 

ロ． 三菱レイヨン・カーペット㈱が譲渡実行日の前日までに計上したカーペットの販売代金債権は、三菱レイ

ヨン・カーペット㈱にすべて帰属するものとし、ダイヤ・カーペット㈱には引継がないものとする。 

契約会社名 契約締結先 内容 契約発効日 有効期間 

三菱レイヨン株式会
社(当社) 

Lucite 
International 
Limited 
(英国) 

北米、アセアンにおける
メタクリル酸メチルモノ
マーの相互供給 

平成17年
６月２日 

契約発効日か
ら20年間 



(6) 会社分割に関する契約等 

アクリル長繊維・人工皮革事業における販売機能の分割について 

連結財務諸表提出会社(以下、当社)は、平成19年２月19日開催の取締役会において、当社のアクリル長繊維・

人工皮革事業の販売機能を会社分割(吸収分割)により当社の子会社である三菱レイヨン・テキスタイル株式会社

に統合することとした。 

 当該分割に関する事項の概要は、次のとおりである。 

イ．分割の目的 

当社アクリル長繊維「シルパロン」は、独特な光沢・鮮やかな発色・シルキーな風合いを特長とし昭和46

年以来、高級ニットファッション分野に展開してきた。 

また、アクリル極細繊維を原料として製造する人工皮革「グローレ」は、アクリル繊維ならではの特性や

人工皮革製造工程で有機溶剤を使用しない環境配慮製品であることを活かし高級衣料、家具等の多用途に展

開してきた。 

この度当社は、上記事業の更なる収益力向上、効率的な事業体制の構築、テキスタイル事業の増強を目的

に、これまで当社のアクリル繊維事業部で展開してきました「シルパロン」、「グローレ」各事業の販売機

能を三菱レイヨン・テキスタイル株式会社に統合(会社分割)することとした。 

今後三菱レイヨン・テキスタイル株式会社では、従来素材と「シルパロン」、「グローレ」各素材とのシ

ナジーや事業ポートフォリオの強化・高度化等、一体運営に注力することにより一層の事業拡大を図ってい

く。 

ロ．分割期日 

平成19年４月１日 

ハ．分割の方式 

当社を分割会社とし、連結子会社である三菱レイヨン・テキスタイル株式会社を承継会社とする吸収分割

である。 

なお、会社法第784条第３項に基づき、会社法第783条第１項に定める株主総会の承認決議を経ずに本分割

を決定している。 

ニ．株式の割当 

三菱レイヨン・テキスタイル株式会社が本分割により発行する普通株式3,000株のすべてを当社に割り当て

交付する。 

ホ．分割交付金 

分割交付金の支払いはない。 

ヘ．承継させる資産・負債の状況(平成18年９月30日現在) 

  

ト．三菱レイヨン・テキスタイル株式会社の資本金・事業の内容(当該吸収分割後) 

資本金  450百万円 

事業内容 化学繊維、合成繊維の織編物、人工皮革の販売 

  

資     産 負     債 

項   目 帳簿価額 項   目 帳簿価額 

営業債権 

11億円 借入金その他負債 ８億円 たな卸資産 

その他の資産 



６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、２１世紀に成長し続けるユニークなスペシャリティ－企業を目指し、当社

の基盤である有機合成技術、高分子合成技術、高分子賦形技術、バイオ技術を軸に、生産技術の革新・高度化と新製

品の開発に注力した。 

現在、研究開発は、コーポレート研究所である、中央技術研究所、横浜技術研究所、生産技術研究所のほか、各事

業に直結した開発センターを中心に推進されている。研究開発人員は、グループ全体で594名である。 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、共通費用446百万円を含む8,007百万円である。 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントの研究開発概要及び研究開発費は次のとおりである。なお、事業

の種類別セグメントの研究開発費は、退職給付会計における数理計算上の差異償却額を除いた実質ベースにて記載し

ている。 

(1) 化成品・樹脂事業関連 

主に、アクリル系のモノマー(ＭＭＡ[メタクリル酸メチル]、ＡＮ[アクリロニトリル]等)や高級エステルなどの化

成品、アクリル樹脂、ポリエステル系樹脂等の機能樹脂、樹脂改質剤、塗料・トナー等コーティング分野の機能化学

品、光ファイバーをはじめとする光デバイス等の情報材料に係る研究開発を行っている。 

当連結会計年度の主な成果としては、化成品関連では、ＭＭＡ製造用触媒の技術改良やＭＭＡ製造プロセス改良を

継続的に実施し、成果を工場に導入した。また、バイオ技術では、アクリルアマイド用改良バイオ触媒の生産性向上

を目指して改良を進め、工場に導入した。 

機能樹脂関連ではアクリル樹脂板事業において、ＩＴ関連商材として、極薄板表面硬化板０．６５ｍｍの量産化を

達成し、また帯電防止機能を有した表面硬化板を開発した。アクリル樹脂成形材料では、異物の低減を推進し、光学

用途に展開した。また高耐衝撃ゴムを開発し、新規顧客の開拓に注力した。エンジニアリングプラスチック関連で

は、自動車部品用コンパウンド材料の高機能化を図るべく精力的に取り組み、当社グループ独自の複合化技術を活か

したハイスペックグレードの開発に成功した。フィルムでは、車両内装用途向け成形性改良タイプ、艶消しタイプを

開発し、上市した。 

機能化学品関連では、自動車用塗料にて、環境対応が進む内装用で溶剤系ＴＸフリー型及び水系エマルションが新

規採用された。建築建材用塗料では、低汚染性塗料の耐久性向上検討を進め顧客要求へ応えるとともに、超耐候性Ｈ

ＡＬＳハイブリッド樹脂を開発し、顧客評価を開始した。アクリルパウダーでは、競争力強化に重要な耐チッピング

性を大幅に向上させる技術を確立し、量産化検討に着手した。電子先端材料分野では、焼成バインダー開発のための

基盤技術形成に注力するとともに、ダイヤアート向け光拡散フィルム用コート材を開発した。導電性ポリマーでは、

導電繊維を中心とする新規領域開拓を推進した。トナーバインダー用樹脂では、海外市場向けにトナー粉砕性改良及

び臭気対策を施したスチレンアクリル樹脂の開発を加速させるとともに、市場成長が期待されるフルカラートナー用

途への展開を目指した低温定着性ポリエステル樹脂の開発に注力した。ＵＶ塗料においては、次世代高耐候性自動車

ヘッドランプレンズ用ハードコート材を開発し、実曝試験を開始するとともにユーザーへの紹介を開始した。メタラ

イズド調製品開発においては、虹彩色発現アンダーコート材や携帯電話などＩＴ関連商品向けのアンダーコート材、

トップコート材などの高付加価値品を開発し、実際の市場への展開をスタートさせた。光ディスク用途においては、

リサイクル性を付与したカバー層用、中間層用樹脂、及びハードコート材の開発に注力し、ブルーレイディスク市場

の今後の本格的な立ち上がりに備えた技術開発を進めた。ＡｒＦレジスト用ポリマーでは、リソグラフィ特性向上の

ポイントであるモノマー組成分布を解析する技術を開発し、主要顧客への紹介を開始した。医薬中間体では、新規タ

ーシャリーロイシン誘導体をはじめとする、非天然アミノ酸の応用展開を推進した。また、糖尿病薬等の重要中間体

であるスチレンオキサイド類の製法合理化検討を進めている。樹脂改質剤では、電子材料分野の市場開拓に取り組

み、電気特性や分散性に優れる添加剤を開発した。また、環境対応素材の普及に合わせ、バイオマスプラスチック用

の添加剤、鉛フリー化への対応、薄肉成型(軽量化)を可能とする添加剤、など各方面で技術確立し、市場開発に取り

組んでいる。 



情報材料関連では、車内ＬＡＮ向けに１０５℃環境に耐え得るプラスチック光ファイバーケーブルを開発した。ロ

ッドレンズでは、光の波長差による焦点距離の変動を抑えた色収差改善プラスチックロッドレンズを開発した。ダイ

ヤアートでは、バックライトの軽量化・薄型化、部品点数及びバックライトの組み立て加工工程の削減によるトータ

ルコストダウンが可能な拡散シートの機能を付与した液晶バックライト用プリズムシートを開発した。当事業に係る

研究開発費は6,535百万円である。 

  

(2) 繊維事業関連 

主に、繊維製造基盤技術の強化と高付加価値繊維・テキスタイルの研究開発を行っている。 

当連結会計年度の主な成果としては、アクリル繊維では、複合技術を応用し、洗濯してもしわになりにくい形状記

憶繊維「キオックス」を開発した。また、「コアブリッド」シリーズでは新たに消臭機能を持たせた「タイニー」を

開発した。アクリル長繊維としてＵＶカット効果がある「パンシルキー」と吸水・速乾性を付与した「ビードライ」

を上市した。人工皮革「グローレ」では、新設備導入に合わせて超極細繊維を原料に使った衣料用ヌバック調商品と

耐磨耗性を改善した家具・産業資材用途向け高スペック対応商品を開発した。 

アセテート長繊維では、エレガンス・カジュアルなトリアセテート綿複合繊維「エルブラッツ」、細デニール高強

度ポリエステル繊維とトリアセテートから成る高光沢とシルキー風合いを持つトリアセテート高混率素材「キャッ

ス」「ルクスリー」など、トリアセテートの特徴を活かしたテキスタイル開発を展開した。また、トリアセテートと

改質アセテートから成るトップミックス調効果を有するエレガント素材「ミクシカ」の原糸からテキスタイル染色加

工に至る生産化技術を確立し、本格的な製造販売を開始した。 

ポリエステル長繊維では、ビスコース調ＡＨＹ素材「エイクリーム」や、ソフトで深色・高光沢な「ファイピュ

ア」に加え、高強度・高伸度「機能性ＡＨＹ」など、ＡＨＹファミリーの素材拡充に成功した。 

長繊維関連では芯鞘・接合型の特殊複合紡糸技術の開発に注力しており、この技術に新規機能性ポリマーや機能剤

を組み合わせた機能性繊維や、これらアセテート繊維とポリエステル繊維を高次に複合したテキスタイルの開発・上

市を鋭意推進している。 

ポリプロピレン長繊維では、カーペット向けに扁平断面糸と異収縮混繊技術の組み合わせによる改良タイプを開発

し、車両オプションマット分野、ピースラグ分野に上市を計画している。資材分野向けの主力差別化品、難燃シリー

ズ「バルザーＰ．Ⅱ」では、ノンハロゲン型の高性能難燃糸を開発した。当事業に係わる研究開発費は910百万円であ

る。 

  

(3) 炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他 

主に、炭素繊維・複合材料、水処理関連の研究開発を行っている。 

当連結会計年度の主な成果としては、炭素繊維複合材料関連では、原料プレカーサーからプリプレグまで歩留ま

り・生産性・品質の向上に関する研究を継続実施し、特に歩留まり・生産性向上に関して大きな成果を上げた。これ

らの研究成果を織り込んだ、新工場の建設を完了し、平成19年４～６月期に商業生産開始予定である。材料開発では

前連結会計年度同様、航空機用高性能材料開発を筆頭に高性能圧力容器用材料、自動車・鉄道車両向けコンポジット

材料・加工技術、燃料電池用ガス拡散板の開発に注力し、主要顧客での開発・使用拡大を進めた。スポーツ関連では

ゴルフクラブの高性能カーボンシャフトの開発、カーボン／金属ハイブリッドヘッドの生産技術開発を行い、新製品

開発に寄与した。又、国家プロジェクトにも積極的に参画し、次世代航空機材料の加工技術開発についても着実に成

果を上げた。 

水処理関連では、新規浄化槽用膜処理装置が財団法人日本建築センターでの高性能評価試験に合格した。さらに、

下排水処理用浸漬型膜ユニットの新規小型商品の開発及び革新的加工技術開発を推進した。浄水器関連では、新型ダ

イヤル式切替、容易なカートリッジ交換及び左右どちら向きにも取り付け可能な蛇口直結型「クリンスイ Ｍｏｎ

ｏ」を開発・上市した。 

ゲノム関連では遺伝子解析の周辺機器について関連企業と協力し検出器、洗浄装置の開発を終了し、翌連結会計年

度にビジネス化する。一方、新製品の開発としてサプリメントに注力し当連結会計年度中に開発段階を終えた。当事

業に係わる研究開発費は3,192百万円である。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成19年３月31日)現在において当社グループ(当社、連結子

会社及び持分法適用会社)が判断したものである。 

  

(1) 経営成績の分析 

① 概要 

当連結会計年度の海外経済は、米国経済は減速に転じたものの底堅さは維持し、アジア経済も、成長率は緩やか

に低下したものの中国が高成長を維持して引き続き拡大した。日本経済においては、個人消費は低い伸びにとどま

ったが、好調な企業収益を背景に設備投資が増加し、景気は拡大基調が続いた。しかしながら、原燃料価格の高騰

やＩＴ関連材の在庫調整など、企業を取巻く事業環境は変化が激しく厳しいものとなった。 

このような環境のもと、当連結会計年度の営業成績は、売上高417,027百万円(前連結会計年度比19.5％増)、営業

利益59,665百万円(前連結会計年度比53.9％増)、経常利益58,471百万円(前連結会計年度比50.4％増)、当期純利益

31,273百万円(前連結会計年度比28.0％増)となった。 

なお、前連結会計年度より退職給付会計における数理計算上の差異の処理方法を、発生の翌連結会計年度に営業

費用として一括償却する方法に変更しており、数理計算上の差異償却額(前連結会計年度は933百万円の損、当連結

会計年度は14,209百万円の益)を除いた当連結会計年度の営業利益は45,455百万円(前連結会計年度比14.4％増)、経

常利益は44,261百万円(前連結会計年度比11.2％増)となる。 

② 売上高 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ19.5％増の417,027百万円となった。事業の種類別セグメント

別では、化成品・樹脂事業では、ＭＭＡモノマーは、アジアでの需要が旺盛で、好調な販売が続いた。また、高騰

した原燃料価格対して製品価格への転嫁を進め、売り上げを伸ばした。平成17年６月に操業を開始した中国の三菱

麗陽高分子材料(南通)有限公司は、高水準の操業を維持し、順調な販売が続いた。コーティング材料は、自動車用

途の需要が堅調に推移し、売り上げを伸ばした。情報材料事業では、プラスチック光ファイバーは引き続き欧州で

の車載ＬＡＮ向けの販売量が順調に伸び、プラスチックロッドレンズは複合型プリンター向けの販売が堅調に推移

した。液晶用プリズムシート「ダイヤアート」は、主力のノート型パソコン用途の需要がＬＣＤの生産調整の影響

を受けたが、増設した設備が平成18年６月から稼働を開始し、韓国、台湾向けに拡販を行い、売り上げを伸ばし

た。また、平成18年４月よりダイヤニトリックス㈱を新たに連結子会社としたことなどにより、化成品・樹脂事業

の売上高は、前連結会計年度に比べ28.4％増の219,622百万円となった。繊維事業では、平成17年12月に稼働を開始

した中国の寧波麗陽化繊有限公司は、当連結会計年度の前半は低水準の操業にとどまったが、徐々に操業度を上げ

ることができた。販売面では、寧波からの出荷を含めたアジア向けの販売量は増加したものの、日本においては市

場の縮小が更に進み減販となった。また、原燃料価格の高騰に対して、製品価格を十分に是正するまでに至らなか

ったことなどにより、繊維事業は、前連結会計年度比1.2％増の85,882百万円となった。炭素繊維・複合材料、機能

膜事業その他では、炭素繊維・複合材料事業は、スポーツレジャー用途を基盤に、圧力容器用途をはじめとする一

般産業用途への展開強化を図り、販売は好調に推移した。原燃料価格の高騰に対しては、製品価格の引き上げを進

めた。エンジニアリング事業は、得意とするプラント建設工事における大型物件の受注が寄与して、売り上げを伸

ばしたことなどにより、炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他は、前連結会計年度比19.7％増の111,522百万円と

なった。 



③ 営業利益 

当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ53.9％増の59,665百万円となった。これは、上記の売上高

の増加に加え、事業競争力強化活動「ＪＫ→２００７」の実施によりコストダウンを図った結果でもあるが、退職

給付会計における数理計算上の差異償却額(前連結会計年度は933百万円の損、当連結会計年度は14,209百万円の益)

による影響額として15,143百万円の増益要因が含まれている。 

④ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度と比べ16.8％減の2,997百万円となった。これは、ダイヤニトリ

ックス㈱を新たに連結子会社としたことなどにより、持分法による投資利益が前連結会計年度と比べ1,047百万円減

少したことなどによるものである。また、営業外費用は、前連結会計年度と比べ19.3％増の4,192百万円となった。

これは、たな卸資産廃棄損が前連結会計年度と比べ414百万円増加したことなどによるものである。さらには、金融

収支(受取利息及び受取配当金の合計額から支払利息を控除したもの)は前連結会計年度と比べ198百万円悪化し、

610百万円の支出となった。 

この結果、当連結会計年度の経常利益は前連結会計年度に比べ50.4％増の58,471百万円となった。 

⑤ 特別損益 

当連結会計年度の特別利益は、1,898百万円となった。その主なものは固定資産売却益(1,221百万円)などであ

る。一方、当連結会計年度の特別損失は3,977百万円となった。その主なものは固定資産廃棄・処分損(2,564百万

円)及び構造改善費用(1,121百万円)などである。 

⑥ 当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益は、経常利益の増加に加え、上記の特別損益を計上した結果、前連結会計年度比

28.0％増の31,273百万円となった。この結果、１株当たり当期純利益は、前連結会計年度と比べ11円68銭増の52円

15銭となった。 

  

(2) 財政状態及びキャッシュ・フローの分析 

① 財政状態 

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度と比べ68,020百万円増の449,578百万円となった。これは、

ダイヤニトリックス㈱を新たに連結子会社としたこと。また、前払年金費用が発生したことなどによるものであ

る。 

当連結会計年度末における借入金及び社債は、前連結会計年度末と比べ75百万円増の65,287百万円となった。内

訳は、短期借入金が4,673百万円減少し、一方、長期借入金は4,749百万円増加した。 

当連結会計年度末における純資産は、225,713百万円となった。これは、連結剰余金の増加などによるものであ

る。この結果、当連結会計年度末の１株当たり純資産額は、前連結会計年度と比べ44円56銭増の354円32銭となっ

た。また、自己資本比率は47.2％となった。 

  



② キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ588百万円増の10,701百

万円となった。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益による収入56,392百万円、減価償却費による収

入17,977百万円及び仕入債務の増加による収入20,024百万円などがあり、また、前払年金費用の増加による支出

11,908百万円、売上債権の増加による支出12,809百万円及び法人税等の支払いによる支出14,701百万円などによ

り、52,168百万円の収入となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出32,448百万円、投資有価証券の取得による支出6,179

百万円及び連結範囲の変更を伴う子会社株式取得により支出4,156百万円などがあり、一方、不要資産の売却などに

よる有形固定資産の売却による収入1,904百万円及び土地取得費用助成金の受取額1,309百万円などにより、41,153

百万円の支出となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による支出5,726百万円、配当金の支払いによる支出

5,996百万円及び少数株主に対する配当金の支払いによる支出3,772百万円などがあり、一方、長期借入れによる収

入7,126百万円などにより、10,150百万円の支出となった。 

③ 財務政策 

当社グループは、運転資金及び設備投資資金については、内部資金または借入などにより資金調達することとし

ている。借入などによる資金調達に関しては、運転資金については短期借入金にて調達をしており、平成19年３月

31日現在、一年内返済予定の長期借入金を除く短期借入金の残高は35,312百万円である。また、設備投資資金につ

いては、長期借入金及び社債により調達しており、平成19年３月31日現在、一年内返済予定のものを含む長期借入

金の残高は19,975百万円、社債の残高は10,000百万円である。 

上記借入金のうち、海外連結子会社については、決済通貨を考慮し米国ドル及び現地通貨などで調達しており、

邦貨換算後の残高は21,937百万円である。 

当社グループは、引き続き財務の健全性を保ち、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出すことによって、

当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えている。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、第５次中期経営計画(平成17年度から平成19年度まで)において、「高収益、持続的成長型経営」

を自助努力で実現すべく、「集中と拡大」を基本コンセプトとして設備投資を実施しており、当連結会計年度は、第

５次中期計画の第２年度として37,059百万円の設備投資を実施した。 

化成品・樹脂事業においては、中国におけるＭＭＡモノマー工場が稼働し、国内ではプリズムシートの新工場の建

設を進めたほか、既存製造設備の生産増強、品質向上、合理化及び維持更新を中心に18,487百万円の設備投資を行っ

た。 

繊維事業においては、人工皮革の新設備を建設したほか、環境対応、コスト競争力向上及び維持更新などを目的に

5,487百万円の設備投資を行った。 

炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他においては、炭素繊維新工場の建設、機能膜生産設備の増強など、生産増

強、品質向上、合理化を中心に13,084百万円の設備投資を行った。 

研究開発設備については、コア事業技術領域を中心とした重点投資を積極的に実施した。 

所要資金については、いずれの投資も自己資金及び借入金によっている。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりである。 

(1) 提出会社 

(平成19年３月31日現在) 

  

(2) 国内子会社 

(平成19年３月31日現在) 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

大竹事業所 
(広島県大竹市) 
［中央技術研究
所を含む］ 

化成品・樹 
脂事業 
繊維事業 
炭素繊維・ 
複合材料、 
機能膜事業 
その他 

化成品製造 
設備、樹脂 
製造設備、 
アクリル繊 
維製造設備 
など 

12,890 25,925
6,520

(962,973)
1,289 46,625 1,203

豊橋事業所 
(愛知県豊橋市) 

化成品・樹 
脂事業 
繊維事業 
炭素繊維・ 
複合材料、 
機能膜事業 
その他 

ポリエステ 
ル繊維製造 
設備、 
炭素繊維製 
造設備など 

8,109 7,277
7,338

(461,946)
434 23,159 440

富山事業所 
(富山県富山市) 

(※２) 

化成品・樹 
脂事業 
繊維事業 
炭素繊維・ 
複合材料、 
機能膜事業 
その他 

樹脂製造設 
備、アセテ 
ート繊維製 
造設備など 

4,327 5,754
2,892

(869,770)
225 13,199 341

横浜事業所 
(神奈川県 
横浜市) 
［横浜技術研究
所を含む］ 

化成品・樹 
脂事業 

化成品製造 
設備など 

1,530 821
2,143

(95,422)
242 4,737 166

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業

員数(人)建物及び
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積㎡)

その他 合計 

ダイヤニトリ
ックス㈱ 

(※３) 

水島工場 
(岡山県 
倉敷市) 

化成品・
樹脂事業 

化成品 
製造設備 
など 

109 784
―

[38,717]
10 904 0

ダイヤニトリ
ックス㈱ 

大竹工場 
(広島県 
大竹市) 

化成品・
樹脂事業 

化成品 
製造設備 
など 

51 546 ― 0 597 0

ダイヤニトリ
ックス㈱ 

横浜工場 
(神奈川県 
横浜市) 
[技術研究
所、技術セ
ンターを含
む] 

化成品・
樹脂事業 

化成品 
製造設備 
など 

570 758 ― 48 1,377 27



(3) 在外子会社 

(平成19年３月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいない。 

※２ 持分法適用関連会社であるエムアールシー・デュポン㈱に賃貸中の土地8百万円(39,300㎡)を含んでいる。 

※３ [    ]内は賃借している土地の面積である。 

 ４ 現在休止中の主要な設備はない。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業

員数(人)建物及び
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積㎡)

その他 合計 

Thai MMA 
Co.,Ltd. 

ラヨン工場 
(タイ 

ラヨン県) 

化成品・
樹脂事業 

化成品 
製造設備 

41 6,652
246

(40,381)
41 6,980 63

恵州恵菱化成 
有限公司 

(※３) 

本社工場 
(中国広東省 

恵州市) 

化成品・
樹脂事業 

化成品 
設備 

1,151 11,930
―

[135,514]
87 13,169 64

Diapolyacry- 
late Co.,Ltd. 

(※３) 

ラヨン工場 
(タイ 

ラヨン県) 

化成品・
樹脂事業 

樹脂製造 
設備 

445 484
―

[2,800]
90 1,021 45

南通麗陽化学 
有限公司 

(※３) 

本社工場 
(中国江蘇省 

南通市) 

化成品・
樹脂事業 

樹脂製造 
設備 

477 1,847
―

[87,283]
35 2,360 59

三菱麗陽高分 
子材料(南通) 
有限公司 

(※３) 

本社工場 
(中国江蘇省 

南通市) 

化成品・
樹脂事業 

樹脂製造 
設備 

782 3,690
―

[108,698]
90 4,563 116

Dianal  
America,Inc. 

本社工場 
(アメリカ 
テキサス州) 

化成品・
樹脂事業 

樹脂製造 
設備 

720 719
90

(101,175)
15 1,546 43

寧波麗陽化繊 
有限公司 

(※３) 

本社工場 
(中国浙江省 

寧波市) 
繊維事業 

アクリル
原綿製造 
設備 

1,960 6,762
―

[150,223]
368 9,091 254

P.T.VONEX 
INDONESIA 

バンドン工
場 
(インドネシ
ア 
バンドン市) 

繊維事業 紡績設備 252 709
74

(56,114)
4 1,040 612



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、需要増対応、製品改良対応、合理化対応、安全環境対応、設備老朽化対応な

どの各視点から総合的な検討・判断の上での実施としている。また、国内外で新工場建設などの戦略的大型投資を計

画・実施している。 

平成19年度のグループ全体の投資予定金額は、39,000百万円である。主な内容としては、アクリルチェーンの拡大

として、各事業の生産増強、タイにおけるＭＭＡ・アクリル樹脂板工場の建設などを計画しているほか、事業インフ

ラ整備などに投資する計画である。国内での生産設備としては、現有設備の生産能力増強、合理化、製品改良を目的

とした投資におよそ30％を、残り70％を設備の維持更新、安全環境対応、研究開発設備へ投資する予定である。 

主要な設備の新設、除却等の計画は以下の通りである。 
  

(注) 経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はない。 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法 
着工年月

完成予定 
年月 

完成後の 
増加能力 

予算金額 既支払額

化成品・ 
樹脂事業 

三菱レイヨン㈱ 
大竹事業所など 

広島県 
大竹市 
その他 

製造設備の増強・
合理化・維持更新
など 

10,180 838
自己資金

及び 
借入金 

平成
18年４月

平成 
21年９月

― 

化成品・ 
樹脂事業 

Thai MMA 
Co.,Ltd. 
ラヨン工場 

タイ 
ラヨン 
県 

ＭＭＡモノマー製
造設備の増設 

21,700 ―
自己資金

及び 
借入金 

平成20年
第1四半期

平成22年 
第2四半期

90,000 
トン／年 

化成品・ 
樹脂事業 

Thai MMA 
Co.,Ltd. 
ラヨン工場 

タイ 
ラヨン 
県 

アクリル樹脂板製
造設備の新設 

8,200 ―
自己資金

及び 
借入金 

平成19年
第4四半期

平成21年 
第4四半期

20,000 
トン／年 

繊維事業 
三菱レイヨン㈱ 
大竹事業所など 

広島県 
大竹市 
その他 

製造設備の増強・
合理化・維持更新
など 

2,137 176
自己資金

及び 
借入金 

平成
18年４月

平成 
21年４月

― 

炭素繊維・ 
複合材料、 
機能膜事業 
その他 

三菱レイヨン㈱ 
豊橋事業所など 

愛知県 
豊橋市 
その他 

炭素繊維製造設備
の増強 

9,706 9,072
自己資金

及び 
借入金 

平成
17年10月

平成 
19年４月

2,200 
トン／年

炭素繊維・ 
複合材料、 
機能膜事業 
その他 

三菱レイヨン㈱ 
大竹事業所など 

広島県 
大竹市 
その他 

製造設備の増強・
合理化・維持更新
など 

3,155 185
自己資金

及び 
借入金 

平成
18年４月

平成 
21年４月

― 

共通 
三菱レイヨン㈱ 
大竹事業所 

広島県 
大竹市 

石炭ハンドリング
設備の更新 

3,960 270
自己資金

及び 
借入金 

平成
18年８月

平成 
20年10月

― 

共通 
三菱レイヨン㈱ 
大竹事業所など 

広島県 
大竹市 
その他 

設備の維持更新・
安全環境対策など 

5,501 193
自己資金

及び 
借入金 

平成
18年４月

平成 
21年３月

― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,200,000,000 

計 1,200,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 599,997,820 599,997,820

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 599,997,820 599,997,820 ― ― 



 (4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

※１ 発行済株式総数の減少は自己株式の消却によるものであり、資本準備金の減少は平成14年６月27日開催の第77回定時株

主総会決議に基づく資本準備金の取崩によるものである。 

※２ 発行済株式総数の減少は自己株式の消却によるものであり、資本準備金の減少は平成15年６月27日開催の第78回定時株

主総会決議に基づく資本準備金の取崩によるものである。 

※３ 発行済株式総数の減少は自己株式の消却によるものである。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式478,689株は、「個人その他」に478単元を、単元未満株式の状況に689株を含めて記載している。なお、この自

己株式数は株主名簿上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実質保有株式数は476,689株である。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が35単元含まれている。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 
平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 

※１ 
△12,313 614,197 ― 53,229 △6,000 32,009

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

※２ 
△2,000 612,197 ― 53,229 △3,500 28,509

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

― 612,197 ― 53,229 ― 28,509

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

※３ 
△12,200 599,997 ― 53,229 ― 28,509

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 

― 599,997 ― 53,229 ― 28,509

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 137 78 390 326 9 53,034 53,974 ―

所有株式数 
(単元) 

― 279,500 14,166 58,736 109,733 11 132,970 595,116 4,881,820

所有株式数 
の割合(％) 

― 47.0 2.4 9.9 18.4 0.0 22.3 100.0 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本トラステ

ィ・サービス信託銀行株式会社(信託口４)及び住友信託銀行株式会社(信託Ｂ口)の所有株式は、信託財産として所有して

いるものである。 

２ フィデリティ投信株式会社から平成19年３月７日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成19年２月28日現在で以下

の株式を所有している旨の報告を受けたが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないの

で、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－１１－３ 56,474 9.4

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－１１ 42,483 7.0

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 21,964 3.6 

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人)資産管理サービス
信託銀行株式会社 

東京都千代田区丸の内２－１－１
(東京都中央区晴海１－８－１２) 

20,624 3.4

全国共済農業協同組合連合会 
(常任代理人)日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社 

東京都千代田区平河町２－７－９ 
(東京都港区浜松町２－１１－３) 

19,367 3.2 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 13,482 2.2 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海１－８－１１ 12,731 2.1

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
(常任代理人)日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社 

東京都千代田区丸の内１－４－５ 
(東京都港区浜松町２－１１－３) 

10,592 1.7 

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２－１６－５ 10,072 1.6 

住友信託銀行株式会社(信託Ｂ
口) 
(常任代理人)日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社 

大阪府大阪市中央区北浜４－５－３３ 
(東京都中央区晴海１－８－１１) 

8,057 1.3 

計 ― 215,847 35.9 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門４－３－１ 30,380 5.0 



３ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱

ＵＦＪ証券株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社及びエム・ユー投資顧問株式会社を共同保有者とする平成19年１月15日付

の大量保有に関する変更報告書の写しの送付があり、平成19年１月８日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受け

たが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記「大株主の状況」では考慮して

いない。 

なお、その変更報告書の内容は次のとおりである。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 21,964 3.6 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 21,517 3.5 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２－４－１ 1,005 0.1 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 2,672 0.4 

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋宝町３－２－１５ 6,651 1.1 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が35,000株(議決権35個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が689株含まれている。 

  

② 【自己株式等】  

平成19年３月31日現在 

(注) 上記のほか株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)ある。なお、当該株

式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めている。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式   476,000 

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式    18,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 594,622,000 594,622 ― 

単元未満株式 普通株式  4,881,820 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 599,997,820 ― ― 

総株主の議決権 ― 594,622 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
 当社 

東京都港区港南 
一丁目６番４１号 

476,000 ― 476,000 0.0

(相互保有株式) 
 株式会社フジワラ 

愛知県北名古屋市 
六ツ師女夫越１―４ 

18,000 ― 18,000 0.0

計 ― 494,000 ― 494,000 0.0 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

(注) 当期間における取得自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及び売却に

よる株式数は含めていない。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 222,305 189,281,910 

当期間における取得自己株式 23,421 18,805,324 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(単元未満株式の売却) 20,424 16,604,611 459 359,856 

保有自己株式数 476,689 ― 499,651 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主各位への利益還元を経営の最重要政策のひとつであると認識している。 

配当については、連結業績に連動した利益配分をベースに、連結純利益(多額の退職給付数理計算差異等の特殊要因

を除いた実質純利益)に対する配当性向20％～30％の幅を目処とし、将来の事業展開に備えるための内部留保の充実

等を勘案のうえ、安定的に実施することを基本にしている。 

毎事業年度における配当の回数は中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としており、期末配当については株

主総会が、中間配当については取締役会が決定機関である。 

当期の配当については、期末配当金を１株当たり５円とし、先に実施した中間配当と合わせて、年間配当金は１株

当たり10円とした。 

なお、当社定款第43条には、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定めており、当事業

年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

決議年月日 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

平成18年11月８日 取締役会決議 2,998 5 

平成19年６月28日 定時株主総会決議 2,997 5 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 424 425 426 976 1,170 

最低(円) 229 260 330 369 724 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 798 832 831 863 843 801 

最低(円) 724 732 775 777 741 726 



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数 
(千株) 

取締役会長 
(代表 

取締役) 
  皇   芳 之 昭和14年

12月12日生

昭和37年４月

平成５年４月

 〃 ５年６月

 〃 ９年６月

 〃 11年６月

 〃 12年６月

 〃 18年６月

当社入社

アクリル樹脂事業部門長 
取締役 
常務取締役 
専務取締役 
取締役社長 
取締役会長（現） 

１年 128

取締役社長 
(代表 

取締役) 

ＣＳＲ委員会、安
全 環 境 品 質 委 員
会、企業倫理委員
会、危機管理委員
会、ＪＫ委員会各
委員長、監査室担
当役員 

鎌 原 正 直 昭和18年
３月26日生

昭和40年４月

平成７年６月

 〃 ９年６月

 〃 11年７月

 〃 12年６月

 〃 14年６月

 〃 18年６月

当社入社

化成品部長 
取締役 
蘇州三友利化工有限公司董事長 
常務取締役 
専務取締役 
取締役社長（現） 

１年 86

取締役 

ＡＮブロック、機
能繊維ブロック各
担当役員、大阪支
店管掌 

山 本 直 己 昭和23年
３月28日生

昭和46年７月

平成12年６月

 〃 13年６月

 〃 16年６月

 〃 18年６月

 〃 19年６月

当社入社

化成品・樹脂技術統括室副室長 
取締役 
常務取締役 
寧波麗陽化繊有限公司董事長(現) 
取締役(現) 

１年 34

取締役 
ＭＭＡブロック担
当役員、名古屋支
店管掌 

姥 貝 卓 美 昭和23年
８月７日生

昭和46年４月

平成12年６月

 〃 12年６月

 〃 13年６月

 〃 13年９月

 〃 14年12月

  
 〃 16年６月

 〃 16年６月

 〃 19年６月

当社入社

化成品事業部長 
蘇州三友利化工有限公司董事長 
取締役 
南通麗陽化学有限公司董事長 
三菱麗陽高分子材料(南通)有限公

司董事長 
常務取締役 
寧波麗陽化繊有限公司董事長 
取締役(現) 

１年 57

取締役 

経営諮問会議、経
営会議、ＣＳＲ委
員会、危機管理委
員会、ＪＫ委員会
各担当、経営企画
室、関連企業ブロ
ック各担当役員、
監査室副担当役員 

田 尻 象 運 昭和25年
２月13日生

昭和49年４月

平成９年６月

  
 〃 14年６月

 〃 15年６月

 〃 18年６月

 〃 19年６月

当社入社

中央技術研究所エンジニアリング

開発センター室長 
技術開発統括部長 
取締役 
常務取締役 
取締役(現) 

１年 18

取締役 

情報セキュリティ
委員会委員長、企
業倫理委員会、情
報セキュリティ委
員会各担当、企業
倫理担当役員、輸
出 審 査 室、人 事
部、総 務 部、経 理
部、事務支援セン
タ ー、物 流・情 報
システム企画室各
担当役員 

篠 原 敏 文 昭和21年
11月３日生

昭和46年４月

平成13年６月

 〃 16年６月

 〃 18年６月

 〃 19年６月

当社入社

人事部長 
取締役 
常務取締役 
取締役(現) 

１年 32

取締役 

安全環境品質委員
会担当、安全環境
品質、ＰＬ各担当
役 員、安 全・環
境・品質管理部、
生産技術統括部、
動力センター、研
究開発統括部、知
的財産部、中央技
術研究所、横浜技
術研究所、豊橋技
術研究所、生産技
術研究所、東京技
術・情 報 セ ン タ
ー、ＭＲＥブロッ
ク各担当役員、事
業所、八戸製造所
各管掌 

片 岡 章 夫 昭和24年
４月13日生

昭和47年４月

平成８年３月

 〃 13年６月

 〃 15年６月

 〃 16年６月

当社入社

豊橋事業所工務技術部長 
生産技術センター長 
大竹事業所副事業所長 
取締役(現) 

１年 17

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数 
(千株) 

取締役   荒 木 幹 芳 昭和26年
４月19日生

昭和51年４月

平成10年９月

 〃 15年６月

 〃 17年６月

当社入社

Thai MMA Co.,Ltd.技術顧問 
化成品・樹脂技術統括室長 
取締役（現） 

１年 14

広 報・Ｉ Ｒ 室、三
菱レイヨン アメ
リカ社、ＭＲＣア

昭和50年４月

平成13年６月

当社入社

シート部長 



    
(注) １ 監査役のうち竹内功夫、星名秀樹及び星德行の三氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会の選任にかかる就任の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終

結の時までである。 

３ 監査役のうち竹内功夫、星名秀樹及び星德行の三氏の任期は平成16年３月期に係る定時株主総会の選任にかかる就任の時

から、片山紘一氏の任期は平成18年３月期に係る定時株主総会の選任にかかる就任の時から、酒巻徹氏の任期は平成19年

３月期に係る定時株主総会の選任にかかる就任の時から、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

４ 当社は、経営諮問会議を設置している。経営諮問会議のメンバーは次のとおりである。(役職は現職) 

  瀬谷博道(旭硝子株式会社相談役)、伊丹敬之(一橋大学教授)、畠山襄(財団法人 国際経済交流財団会長)、田口栄一(当

社相談役) 

５ 当社は、執行役員制度を導入している。執行役員は次のとおりである。 
  

取締役 

ジ ア（タ イ）社、
ＭＲＣ香港社、上
海麗陽諮詢有限公
司各担当役員 

立 林 康 巨 昭和26年
７月７日生

 〃 16年６月

 〃 18年６月

広報・ＩＲ室長

取締役（現） １年 9

常勤監査役   片 山 紘 一 昭和19年
９月17日生

昭和43年４月

平成７年６月

 〃 ８年６月

 〃 12年６月

 〃 15年６月

 〃 17年６月

 〃 18年６月

 〃 19年６月

当社入社 

監査室長 

豊橋事業所副事業所長 

経営企画室長 

横浜事業所長 

顧問 
監査役 
常勤監査役(現) 

２年 8

常勤監査役   竹 内 功 夫 昭和19年
９月７日生

昭和42年４月

平成６年６月

 〃 ９年６月

 〃 11年６月

 〃 14年６月

 〃 15年９月

  

 〃 16年６月

株式会社三菱銀行入行 

同行取締役 支店第一部長 

東里株式会社取締役社長 

富士紡績株式会社監査役 

日本電池株式会社常務取締役 

ダイヤモンドスタッフサービス株

式会社審議役 

当社常勤監査役(現) 

４年 6

常勤監査役   酒 巻   徹 昭和22年
７月７日生

昭和46年４月

平成11年６月

 〃 15年３月

 〃 17年６月

  

 〃 19年６月

当社入社 

当社監査室長 

南通麗陽化学有限公司董事総経理 

当社経理部長兼エムアールシー・

ファイナンス㈱取締役社長 
常勤監査役(現) 

１年 3

監査役   星 名 秀 樹 昭和20年
４月６日生

昭和43年４月

平成６年６月

 〃 ７年６月

 〃 10年６月

 〃 11年６月

 〃 13年６月

 〃 19年６月

三菱信託銀行株式会社入行 

同行総務部長 

同行取締役 

永楽実業株式会社取締役社長 

自動車鋳物株式会社監査役 

当社常勤監査役 

当社監査役(現) 

４年 24

監査役   星   德 行 昭和17年
９月１日生

昭和48年４月

平成７年６月

 〃 11年１月

 〃 12年４月

 〃 14年６月

  

 〃 15年７月

  

 〃 16年６月

第一東京弁護士会弁護士登録 

日本弁護士連合会監事 

東京地方裁判所鑑定委員 

日本弁護士連合会常務理事 

日本弁護士連合会非弁提携問題対

策委員会委員長 

東京三弁護士会合同非弁取締委員

会委員長 
当社監査役(現) 

４年 11

計 447

役名 氏名 担当 

社長執行役員 鎌 原 正 直 監査室担当役員

専務執行役員 山 本 直 己 
ＡＮブロック、機能繊維ブロック 各担当役員
大阪支店管掌 

専務執行役員 姥 貝 卓 美 
ＭＭＡブロック担当役員
名古屋支店管掌 

常務執行役員 田 尻 象 運 
経営企画室、関連企業ブロック 各担当役員
監査室副担当役員 
経営企画室長 

常務執行役員 輸出審査室、人事部、総務部、経理部、事務支援センター、物



  

  

篠 原 敏 文 流・情報システム企画室 各担当役員

常務執行役員 片 岡 章 夫 

安全・環境・品質管理部、生産技術統括部、動力センター、研究
開発統括部、知的財産部、中央技術研究所、横浜技術研究所、豊
橋技術研究所、生産技術研究所、東京技術・情報センター、ＭＲ
Ｅブロック 各担当役員 
事業所、八戸製造所 各管掌 

常務執行役員 越 田 利 博 大竹事業所長 

常務執行役員 横 山 良 一 
原料部担当役員
ＭＭＡブロック、ＡＮブロック 各副担当役員 
化成品事業部長 

常務執行役員 友 清 貞 明 
ＡＮブロック副担当役員
炭素繊維・複合材料事業部長 

常務執行役員 山 本    隆 

研究開発統括部、知的財産部、中央技術研究所、横浜技術研究
所、豊橋技術研究所、生産技術研究所、東京技術・情報センター
各副担当役員 
中央技術研究所所長 

執行役員 荒 木 幹 芳 豊橋事業所長

執行役員 立 林 康 巨 
広報・ＩＲ室、米国三菱レイヨン社、ＭＲＣアジア(タイ)社、Ｍ
ＲＣ香港社、ＭＲＣ上海社 各担当役員 
広報・ＩＲ室長 

執行役員 篠 崎 英 一 
生産技術統括部、動力センター 各副担当役員
生産技術統括部長 

執行役員 増 田 繁 明 三菱レイヨン・エンジニアリング株式会社 取締役社長 

執行役員 北 井 潔 一 ＵＭＧ ＡＢＳ株式会社 取締役副社長 

執行役員 亀 井 泰 憲 機能樹脂事業部長 

執行役員 下 麥 誠 一 郎 
富山事業所長
ＭＲＭ富山株式会社 取締役社長 

執行役員 原 武 進 平 
機能繊維ブロック副担当役員
大阪支店長 兼ＡＮ技術統括室長 
寧波麗陽化繊有限公司董事長 

執行役員 松 田 幸 人 三菱麗陽高分子材料（南通）有限公司董事総経理 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、法と高い企業倫理に従って公正な事業活動を展開することが企業の社会的

責任であると認識しており、必要な施策を実施するべくコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みを経営上

の最も重要な課題と位置付けている。 

透明で公正な経営の実現をめざし、当社グループにおける国内外すべての取締役及び従業員の法令遵守体制の徹底

を基礎として、的確な意思決定、迅速・効率的な業務執行、並びに適正な監視・監督を実現する経営体制を構築する

ことが必須であると認識している。 

具体的な施策の実施状況については、以下のとおりである。 

  

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社は監査役設置制度及び執行役員制度を採用しており、次のような経営機構に基づき透明で公正な経営を推進

している。 

また、三菱レイヨン単社とグループ会社を「三菱レイヨングループ」として組織的に一体化し、連結経営を一段

と徹底・強化する体制としている。 

①取締役会 

取締役会は、平成19年３月31日現在９名(定款で15名以内とする旨を定めている)の取締役(社内取締役のみ)か

らなり、会長が議長を務め、当社グループの経営に関する重要事項を決議する。原則として２ヶ月に１回の他、

必要に応じて随時開催している。また、監査役が出席し、適宜意見を述べている。 

②監査役会 

監査役会は、平成19年３月31日現在５名の監査役(うち社外監査役３名)からなり、原則として２ヶ月に１回の

他、必要に応じて随時開催し、監査に関する重要事項について報告を受け、協議を行う。監査役は取締役会に出

席し、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況の把握に努め、取締役またはその他の者、さらには会計監査人

から報告を受けるとともに、重要なグループ会社への往査などにより、監査意見を形成している。 

③経営諮問会議 

平成14年６月に設置した経営諮問会議は、平成19年３月31日現在４名のメンバー(うち社外メンバー３名)から

なり、原則として１年間に３回開催している。当社グループの経営につき、その透明性、公正性を適切に担保す

ることを目的とし、社内の見方に偏らない視点で、 

ａ）中長期的な経営の方向性 

ｂ）社長の進退・後継者の選出 

ｃ）社長の報酬 

について、社長に対し助言・提言を行う。決定権限はないが、社長は経営諮問会議の助言・提言を尊重して意思

決定を行う。 

④経営会議 

経営会議は、平成19年３月31日現在６名のメンバー(社長及び社長の指名する取締役)からなり、社長が議長を

務め、原則として毎週１回開催している。グループ全体及び各部門の業務執行に関する重要事項を決議し、意思

決定の迅速化と業務執行の効率化を図る。 

  



（各種委員会） 

①安全環境品質委員会 

当社グループは安全・環境・品質への対処が、企業の存立と活動にとって必須の経営課題であると認識し、安

全の確保、環境の保全、品質の保証の活動に関する重要事項を決議するため、安全環境品質委員会を設置してい

る。 

②企業倫理委員会 

役員及び従業員の行動規範として「企業倫理規範」を制定し、企業倫理の一層の徹底を図るため、企業倫理委

員会を設置している。 

③情報セキュリティ委員会 

情報セキュリティの管理体制を継続的に維持、改善させるため、情報セキュリティ委員会を設置している。 

④ＪＫ委員会 

事業活動の高度化、並びに新市場開拓・新製品開発による競争力強化のため、ＪＫ委員会を設置している。 

  

上記の定例的に開催される委員会のほか、重大な災害、事故、事件などの有事の際には、危機管理委員会を招集

し、指揮命令系統の一元化と迅速な方針の決定により、損害の拡大防止と早急な復旧に取り組むこととしている。 

なお、①～③及び危機管理委員会を統括するＣＳＲ委員会を本年４月に設置し、今後のＣＳＲ活動につき、同委

員会が当社グループ全体の活動の方向性を示した上で、それに基づき、それぞれの活動の調和を図りながら、さら

に充実、強化させる。 

  

(2) 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

①当社グループにおける国内外全ての取締役及び従業員は、「企業倫理憲章」及び「企業倫理行動基準」を遵守す

る。 

②取締役会における業務報告、情報交換、及び相互監視などにより、取締役の職務執行の適法性を確保するととも

に、透明・公正な経営を担保することを目的とし、社外有識者からなる「経営諮問会議」を開催し、社長に対す

る助言・提言を受ける。また、従業員の法令及び社内諸規則の遵守を徹底するため、社内外に設置している「コ

ンプライアンス相談窓口」の適正な運用と、内部監査部署による内部監査を徹底する。 

③事業運営に係る重要事項の方針決定にあたり、取締役会に加え、「経営会議」においても十分な検討を行い、意

思決定の適正化、及び迅速化と業務執行の効率化を図る。意思決定プロセスに関しては電子文書管理システムの

活用と適正な運用を図る。 

④取締役の職務の執行に係る重要書類については「重要書類保管規則」により、保管部署にて保存期間に応じた一

括保管を行う。また、「情報セキュリティポリシー」の下で、各種の規則体系等により、取締役、従業員の業務

上の情報管理を確実に行う。 

⑤グループ全体における事業運営全般のリスクに対し、リスクを分類把握した上で、リスク管理方法についての基

本規程を整備し、「事業運営規則」による日常の予防体制の強化を図るとともに、組織の長が責任をもって的確

に管理する。事業運営状況について、内部監査部署が内部監査を実施し、リスク管理全体の有効性を高める。ま

た、有事の際には、「危機管理委員会」により、損害の拡大抑止策を実施する。 

⑥グループ会社全体に適用し得る運営基本方針を定め、各グループ会社の独立性を尊重しつつ、グループ会社の当

社に対する報告・連絡及び当社によるグループ会社に対する指導などを徹底し、適正な業務運営統制を実現す

る。 

⑦監査役による監査体制として、補助すべき使用人の独立性を確保するため、監査役補助使用人の任命、評価、異

動等について監査役会の同意を要するものとする。監査業務については、監査役が、取締役及び従業員からの業

務状況の随時聴取、経営会議メンバーとの定期的な個別の状況聴取を行うほか、会計監査人及び内部監査部署と

の緊密な連絡・調査等により実効性を確保する。 



  

(3) 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

当社グループは、各部署における自主点検を内部監査の基本として、社長直轄の組織である監査室の助言、指導

の下で定常的に活動している。さらに監査室などによるグループ会社を含めた業務監査・会計監査を行い、経営諸

活動全般にわたるコンプライアンスの徹底並びに内部統制機能の向上に取り組んでいる。 

監査室は、人員は６名からなり、内部監査結果を社長及び関係部門へ報告するとともに、監査役との情報交換も

行っている。 

監査役監査の手続きについては、(1) ②監査役会に記載のとおりである。 

監査役及び監査室は、定期的に会計監査人より会計監査の結果を聴取し意見交換を行い、必要に応じて、業務を

執行した公認会計士と協議の場を持つなどして、相互の連携を高めている。 

会計監査人は新日本監査法人であり、業務を執行した公認会計士は高山秀廣氏、神尾忠彦氏の２名、監査補助者

は公認会計士10名、会計士補等11名、その他１名である。 

  

(4) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外監査役のうち２名は、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行及び三菱ＵＦＪ信託銀行㈱出身である。当社グループ

は、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行及び三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との間で定常的な銀行取引や資金借入を行っているが、社外

監査役個人が特別な利害関係を有するものではない。 

 
 

(5) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

各委員会は、(1)記載の定例的な開催に加え、必要に応じて都度開催し、それぞれの役割に応じた活動を実施して

いる。 

平成18年度は、内部統制システム強化のため、抽出した当社グループ重要リスクの標準対策の策定、関連規則の

見直しを実施し、リスク管理方針や体制を定義した「リスク管理規則」を制定した。さらに「コンプライアンス相

談窓口」を充実し、コンプライアンス体制の強化も行なった。 

内部監査については、年間実施計画に基づき自主点検活動、監査室監査を着実に実施し、指摘事項については改

善施策への取組みを行なった。 

  

  

  

  

(6) 役員報酬及び監査報酬 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は下記のとおりであ

る。 

①役員報酬 

 取締役に対する報酬   294百万円 

 監査役に対する報酬   114百万円 

      計      408百万円 

  

②監査報酬 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   46百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬                ―   

      計                      46百万円 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前事業年度(第81期 平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(第82期 平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(第81期 平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(第82期 平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸

表について、新日本監査法人により監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     10,123     10,711   

２ 受取手形及び売掛金 ※７   76,408     96,081   

３ たな卸資産     43,990     52,678   

４ 繰延税金資産     2,697     3,231   

５ その他     11,277     13,369   

貸倒引当金     △649     △359   

流動資産合計     143,847 37.7   175,713 39.1 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産 ※２             

１ 建物及び構築物 
※３ 
※９ 

  37,518 38,907  

２ 機械装置及び運搬具 ※３   64,556 81,206  

３ 土地 
※３ 
※９ 

  22,303 25,952  

４ 建設仮勘定     19,664     20,075   

５ その他     3,843     3,931   

有形固定資産合計     147,886 38.8   170,074 37.8 

(2) 無形固定資産               

１ のれん     ―     4,138   

２ その他     6,512     5,294   

無形固定資産合計     6,512 1.7   9,433 2.1 

(3) 投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※１   71,576     74,513   

２ 長期貸付金     868     538   

３ 繰延税金資産     6,450     3,737   

４ その他 ※１   4,821     15,738   

貸倒引当金     △405     △171   

投資その他の資産合計     83,311 21.8   94,356 21.0 

固定資産合計     237,710 62.3   273,864 60.9 

資産合計     381,557 100.0   449,578 100.0 



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金 ※７   54,341     77,119   

２ 短期借入金 ※３   42,640     37,966   

３ 未払法人税等     6,772     11,905   

４ 繰延税金負債     350     311   

５ 賞与引当金     3,799     3,973   

６ 役員賞与引当金     ―     51   

７ その他     18,840     32,781   

流動負債合計     126,745 33.2   164,109 36.5 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     10,000     10,000   

２ 長期借入金     12,571     17,320   

３ 繰延税金負債     44     48   

４ 退職給付引当金     31,453     28,658   

５ 役員退職慰労引当金     676     746   

６ 修繕引当金     135     447   

７ 連結調整勘定     63     ―   

８ その他     2,547     2,533   

固定負債合計     57,490 15.1   59,755 13.3 

負債合計     184,236 48.3   223,865 49.8 

(少数株主持分)               

少数株主持分     11,479 3.0   ― ― 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※５   53,229 14.0   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     28,786 7.5   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     89,471 23.4   ― ― 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※８   30 0.0   ― ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金     16,205 4.2   ― ― 

Ⅵ 為替換算調整勘定     △1,711 △0.4   ― ― 

Ⅶ 自己株式 ※６   △170 △0.0   ― ― 

資本合計     185,841 48.7   ― ― 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  381,557 100.0 ― ―



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   53,229 11.9 

２ 資本剰余金     ― ―   28,793 6.4 

３ 利益剰余金     ― ―   114,700 25.5 

４ 自己株式     ― ―   △350 △0.1 

株主資本合計     ― ―   196,372 43.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ―   16,150 3.6 

２ 繰延ヘッジ損益     ― ―   0 0.0 

３ 土地再評価差額金 ※８   ― ―   30 0.0 

４ 為替換算調整勘定     ― ―   △131 △0.0 

評価・換算差額等合計     ― ―   16,050 3.6 

Ⅲ 少数株主持分     ― ―   13,289 2.9 

純資産合計     ― ―   225,713 50.2 

負債純資産合計     ― ―   449,578 100.0 



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     348,967 100.0   417,027 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   258,244 74.0   307,808 73.8 

売上総利益     90,722 26.0   109,219 26.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 販売運賃諸掛費   11,460     13,505     

２ 給料及び賞与   10,978     11,680     

３ 賞与引当金繰入額   953     1,037     

４ 退職給付費用   1,048     △3,642     

５ 研究開発費 ※１ 10,969     8,007     

６ 減価償却費   470     610     

７ 連結調整勘定償却額   73     ―     

８ のれん償却額   ―     774     

９ その他   16,000 51,956 14.9 17,581 49,553 11.9 

営業利益     38,766 11.1   59,665 14.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   94     239     

２ 受取配当金   451     562     

３ 持分法による投資利益   1,566     518     

４ 資産賃貸収益   140     266     

５ 為替差益   686     639     

６ 保険差益   134     82     

７ 雑収益   531 3,605 1.0 688 2,997 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   957     1,411     

２ たな卸資産廃棄損   464     879     

３ 在外子会社開業費   553     831     

４ 雑費用   1,538 3,512 1.0 1,069 4,192 1.0 

経常利益     38,858 11.1   58,471 14.0 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ 2,272     1,221     

２ 投資有価証券売却益   245     ―     

３ 投資有価証券等売却益 ※３ ―     334     

４ 貸倒引当金取崩益   434     343     

５ 制度改定に伴う退職給付
引当金取崩益 

  7,634     ―     

６ 事業譲渡益   172 10,759 3.1 ― 1,898 0.5 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産廃棄・処分損 ※４ 950     2,564     

２ 減損損失 ※５ 1,234     61     

３ 投資有価証券売却損   6     ―     

４ 投資有価証券等売却損 ※６ ―     15     

５ 投資有価証券等評価損 ※７ 205     179     

６ 関係会社株式売却損   221     12     

７ 構造改善費用 ※８ 1,910     1,121     

８ 関係会社整理損失   20     21     

９ 訴訟和解金   1,928     ―     

10 土壌浄化費用   218     ―     

11 過年度未認識数理計算上
の差異一括償却額 

  4,265 10,961 3.1 ― 3,977 1.0 

税金等調整前当期純利益     38,656 11.1   56,392 13.5 

法人税、住民税及び 
事業税 

10,519 19,767    

法人税等調整額   668 11,188 3.2 2,481 22,248 5.3 

少数株主利益     3,042 0.9   2,869 0.7 

当期純利益     24,425 7.0   31,273 7.5 



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     33,956 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 自己株式処分差益   1 1 

Ⅲ 資本剰余金減少高       

１ 自己株式消却額   5,172 5,172 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     28,786 

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     69,709 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 当期純利益   24,425 24,425 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   4,539   

２ 取締役賞与金   30   

３ 連結子会社の 
  異動による減少高 

  92   

４ 在外子会社の従業員
  奨励福利基金拠出による 
  減少高 

  1 4,663 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     89,471 



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 53,229 28,786 89,471 △170 171,316 

連結会計年度中の変動額           

 当期純利益     31,273   31,273 

 剰余金の配当(注)     △2,998   △2,998 

 剰余金の配当     △2,998   △2,998 

 自己株式の取得       △189 △189 

 自己株式の処分   7   9 16 

 役員賞与(注)     △44   △44 

 在外子会社の従業員奨励福利基金 
の拠出     △2   △2 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 7 25,229 △180 25,056 

平成19年３月31日残高(百万円) 53,229 28,793 114,700 △350 196,372 

  

評価・換算差額等 
少数株主 

持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 16,205 ― 30 △1,711 14,525 11,479 197,321 

連結会計年度中の変動額               

 当期純利益             31,273 

 剰余金の配当(注)             △2,998 

 剰余金の配当             △2,998 

 自己株式の取得             △189 

 自己株式の処分             16 

 役員賞与(注)             △44 

 在外子会社の従業員奨励福利基金 
の拠出             △2 

 株主資本以外の項目の連結会計年 
度中の変動額(純額) △55 0 ― 1,579 1,525 1,810 3,335 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △55 0 ― 1,579 1,525 1,810 28,392 

平成19年３月31日残高(百万円) 16,150 0 30 △131 16,050 13,289 225,713 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   38,656 56,392 

減価償却費   15,927 17,977 

減損損失   1,234 61 

連結調整勘定償却額   66 ― 

のれん償却額   ― 758 

退職給付引当金の増減額(△は減少)   △3,044 △2,779 

前払年金費用の増減額(△は増加)   ― △11,908 

貸倒引当金の増減額(△は減少)   △1,923 △534 

支払利息   957 1,411 

為替差損益(△は益)   △44 △379 

受取利息及び受取配当金   △545 △801 

持分法適用会社からの受取配当金   1,089 323 

持分法による投資損益(△は益)   △1,566 △518 

固定資産売却益   △2,272 △1,221 

固定資産廃棄・処分損   1,676 2,290 

投資有価証券売却損益(△は益)   △238 △318 

投資有価証券等評価損   205 179 

関係会社株式売却損益(△は益)   221 12 

訴訟和解金   1,928 ― 

売上債権の増減額(△は増加)   1,633 △12,809 

たな卸資産の増減額(△は増加)   △5,839 △4,613 

仕入債務の増減額(△は減少)   933 20,024 

役員賞与の支払額   △30 △49 

その他   2,544 3,966 

小計   51,572 67,465 

利息及び配当金の受取額   541 794 

利息の支払額   △1,002 △1,391 

訴訟和解金の支払額   △3,582 ― 

法人税等の支払額   △7,764 △14,701 

営業活動によるキャッシュ・フロー   39,764 52,168 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △26,491 △32,448 

有形固定資産の売却による収入   3,152 1,904 

投資有価証券の取得による支出   △3,803 △6,179 

投資有価証券の売却・償還による収入   577 474 

少数株主持分の買取による支出   △676 △39 

短期貸付金の純増減額(△は増加)   325 △1,173 

長期の貸付による支出   △9 △1 

長期貸付金の回収による収入   62 60 

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得 

による支出 
※２ ― △4,156 

連結範囲の変更を伴う子会社株式売却 

による収入 
※３ 893 1 

土地取得費用助成金の受取額   ― 1,309 

その他   △3,317 △904 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △29,285 △41,153 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純増減額(△は減少)   6,104 △5,726 

長期借入れによる収入   10,971 7,126 

長期借入金の返済による支出   △4,804 △1,606 

社債の償還による支出   △10,000 ― 

自己株式の取得による支出   △5,066 △189 

配当金の支払額   △4,541 △5,996 

少数株主に対する配当金支払額   △1,959 △3,772 

その他   3 13 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △9,292 △10,150 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   499 △275 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   1,686 588 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   8,426 10,113 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,113 10,701 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数は、51社である。また、主要な連

結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載している。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数は、52社である。また、主要な連

結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載している。 

 (2) 当連結会計年度からＭＲＣパイレン㈱が新規設立

により新たに連結子会社となった。 

(2) 当連結会計年度からダイヤニトリックス㈱が株式

の買い増しにより新たに連結子会社となった。 

 (3) 前連結会計年度まで連結子会社であった菱光電子

工業㈱は株式の売却により連結の範囲から除外し

た。なお、株式売却までの期間の経営成績を連結

財務諸表に含めている。 

(3) 当連結会計年度からMRC Golf,Inc.が新規設立に

より新たに連結子会社となった。 

  (4) 前連結会計年度まで連結子会社であったＭＲＭ岐

阜㈱は株式の売却により連結の範囲から除外し

た。なお、株式売却までの期間の経営成績を連結

財務諸表に含めている。 

 (4)  非連結子会社３社のうち、DIAGLAS  COMPANY 

LIMITEDについては、連結財務諸表提出会社が議

決権の64.9%を所有しているが、一時的な所有分

を含んでいるため、㈲協立加工その他１社につい

ては、合計の総資産額、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)

等が、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から除いている。 

 (5) 非連結子会社である㈲協立加工は、総資産額、売

上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等が、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除いている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社３社及び関連会社17社のうち、 

  非連結子会社：DIAGLAS COMPANY LIMITED 

  関連会社：ダイヤニトリックス㈱ 

ユーエムジー・エービーエス㈱ 

エムアールシー・デュポン㈱ 

デュポン エムアールシー ドライフィ

ルム㈱ 

㈱レリアン 

その他12社 

  に対する投資について持分法を適用している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社１社及び関連会社18社のうち、 

  関連会社：大山MMA㈱ 

ユーエムジー・エービーエス㈱ 

エムアールシー・デュポン㈱ 

デュポン エムアールシー ドライフィ

ルム㈱ 

㈱レリアン 

その他13社 

   

に対する投資について持分法を適用している。 

   前連結会計年度まで持分法適用の関連会社であっ

たYARN VENTURES RESOURCES,INC.は、株式の売却に

より、鹿島液安㈲及び東海ニット㈱は、清算結了に

よりそれぞれ持分法適用の関連会社から除外した。

なお、YARN VENTURES RESOURCES,INC.については、

株式売却までの期間の、鹿島液安㈲及び東海ニット

㈱については、清算結了までの期間のそれぞれの経

営成績を連結財務諸表に含めている。 

   適用外の非連結子会社２社については、それぞれ

連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がない。 

   前連結会計年度まで持分法適用の非連結子会社で

あったDIAGLAS COMPANY LIMITEDは、清算結了によ

り持分法適用の非連結子会社から除外した。なお、

DIAGLAS COMPANY LIMITEDの清算結了までの期間の

経営成績を連結財務諸表に含めている。 

当連結会計年度から大山MMA㈱及びダイヤ・カー

ペット㈱は、新規設立により新たに持分法適用の関

連会社となった。また、前連結会計年度まで持分法

適用の関連会社であったダイヤニトリックス㈱は株

式の買い増しにより連結子会社へ移行した。 

適用外の非連結子会社１社((有)協立加工)につい

ては、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

い。 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、Thai MMA Co.,Ltd.、恵州恵菱

化成有限公司、蘇州三友利化工有限公司、江蘇新菱

化工有限公司、Diapolyacrylate Co.,Ltd.、南通麗

陽化学有限公司、三菱麗陽高分子材料(南通)有限公

司、菱 技 樹 脂 産 品 ( 上 海 ) 有 限 公 司、Dianal 

America,Inc．、蘇州麗陽光学産品有限公司、寧波

麗陽化繊有限公司、P．T．VONEX INDONESIA、青島

菱 東 紡 織 有 限 公 司、Grafil,Inc.、Newport 

Adhesives and Composites, Inc.、大連麗陽環保機

器有限公司、Mitsubishi Rayon America Inc.、MRC 

ASIA  (THAILAND)  LIMITED、MRC  HOLDINGS 

LIMITED、MRC Hong Kong Co. Ltd.及び上海麗陽諮

詢有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、Thai MMA Co.,Ltd.、恵州恵菱

化成有限公司、蘇州三友利化工有限公司、江蘇新菱

化工有限公司、Diapolyacrylate Co.,Ltd.、南通麗

陽化学有限公司、三菱麗陽高分子材料(南通)有限公

司、菱 技 樹 脂 産 品 ( 上 海 ) 有 限 公 司、Dianal 

America,Inc．、蘇州麗陽光学産品有限公司、寧波

麗陽化繊有限公司、P．T．VONEX INDONESIA、青島

菱 東 紡 織 有 限 公 司、Grafil,Inc.、Newport 

Adhesives  and  Composites,  Inc.、MRC 

Golf,Inc.、大 連 麗 陽 環 保 機 器 有 限 公 司、

Mitsubishi  Rayon  America  Inc.、MRC  ASIA 

(THAILAND) LIMITED、MRC HOLDINGS LIMITED、MRC 

Hong Kong Co. Ltd.及び上海麗陽諮詢有限公司の決

算日は12月31日であり、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行って

いる。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   有価証券： 

    満期保有目的の債券…償却原価法(定額法) 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      …決算日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定してい

る。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   有価証券： 

    満期保有目的の債券…償却原価法(定額法) 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      …決算日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定し

ている。) 

     時価のないもの 

      …移動平均法による原価法 

     時価のないもの 

      …移動平均法による原価法 

   デリバティブ：時価法 

   たな卸資産：主として総平均法による原価法 

   デリバティブ：同左 

   たな卸資産：同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産： 

    イ 建物(建物附属設備を除く) 

    主として定額法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産：同左 

    ロ 上記以外の有形固定資産 

    主として定率法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

    建物及び構築物       ８年～50年 

    機械装置及び運搬具     ４年～15年 

  

   無形固定資産：定額法 

    なお、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっている。 

   無形固定資産：同左 

  

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金：売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については主として貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金：同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   賞与引当金：従業員の賞与支払いに備えるため、

支給見込額基準により計上している。 

   賞与引当金：同左 

――――――――――    役員賞与引当金：当社及び連結子会社１社は、役

員の賞与支払いに備えるため、支給見込額基準

により計上している。 

(会計処理の変更) 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)

を適用している。 

この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益が、それぞれ51百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所

に記載している。 

   退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務については、主としてその発生時

に一括して費用処理している。 

数理計算上の差異については、主としてその発

生時の翌連結会計年度に一括して費用処理して

いる。 

(会計処理の変更) 

①連結財務諸表提出会社は、退職給付会計におけ

る数理計算上の差異について、「発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主と

して５年)による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から営業外費用

処理」する方法から、主として「発生時の翌連

結会計年度に一括して営業費用処理」する方法

へ変更し、過年度に発生した未認識数理計算上

の差異4,265百万円を特別損失として当連結会

計年度に一括して費用計上している。 

この変更は、当連結会計年度において、退職年

金制度について、適格退職年金制度から規約型

企業年金制度の１つであるキャッシュバランス

型年金制度へ移行する等、大幅な制度改定を行

ったことに伴い、退職給付債務等の状況を適時

に連結財務諸表に反映させるとともに、財務体

質の一層の健全化を図るために行ったものであ

る。 

この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益は933百万円減少し、経常利益は

2,469百万円増加し、税金等調整前当期純利益

は1,796百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所

に記載している。 

   退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務については、主としてその発生時

に一括して費用処理している。 

数理計算上の差異については、主としてその発

生時の翌連結会計年度に一括して費用処理して

いる。 

  



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ②当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」(企業会計基準第３号 平成

17年３月16日)及び「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16日)を適

用している。この変更による損益への影響はな

い。 

    

   役員退職慰労引当金：役員に対する退職慰労金の

支払いに備えるため、連結財務諸表提出会社及

び連結子会社20社の役員については、内規に基

づいて計算した期末要支給額を計上している。 

   役員退職慰労引当金：役員に対する退職慰労金の

支払いに備えるため、連結財務諸表提出会社及

び連結子会社16社の役員については、内規に基

づいて計算した期末要支給額を計上している。 

   修繕引当金：連結財務諸表提出会社及び連結子会

社１社は、設備の定期的な大規模修繕に備え

て、その支出見込額を次回の定期修繕までの期

間に配分して計上している。 

   修繕引当金：連結財務諸表提出会社及び連結子会

社２社は、設備の定期的な大規模修繕に備え

て、その支出見込額を次回の定期修繕までの期

間に配分して計上している。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約

について振当処理の要件を満たしている場合は振

当処理を、金利スワップについて特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理を採用している。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

   同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象) 

   為替予約     外貨建予定取引 

   金利スワップ   借入金 

  

  ③ヘッジ方針 

   連結財務諸表提出会社の内部規定である「市場リ

スク管理規定」及び「リスク管理要領」に基づ

き、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジ

している。 

  

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段とヘッジ対象について、それぞれの既

に経過した期間におけるキャッシュ・フロー累計

額を比較して有効性の判定を行っている。 

  

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

    同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、発生日以後５年間

で均等償却(僅少な場合には一時償却)している。 

  

―――――――――― 

  

―――――――――― 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  のれん及び負ののれんの償却については、主として

発生日以後５年間で均等償却している。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益金処分(損失

金処理)について連結会計年度中に確定した利益金

処分(損失金処理)に基づいて作成している。 

  

―――――――――― 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

いる。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   同左 



  
会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月9日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用

している。これにより税金等調整前当期純利益は

1,175百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してい

る。 

  

  

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

(平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準第７号 平成17年12月27日)並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正

平成18年12月22日)を適用している。 

なお、当連結会計年度における連結財務諸表の表示

に関する変更は以下のとおりである。 

(連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度まで、無形固定資産に含めて表示

していた「営業権」及び固定負債の「連結調整勘

定」として表示していたものは、当連結会計年度よ

り「のれん」として区分掲記している。なお、前連

結会計年度の「営業権」は1,356百万円である。 

(連結損益計算書関係) 

 前連結会計年度まで、販売費及び一般管理費の

「連結調整勘定償却額」として表示していたもの

は、当連結会計年度より「のれん償却額」と掲記し

ている。 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前連結会計年度まで、営業活動によるキャッシュ 

・フローの「連結調整勘定償却額」として表示して

いたものは、当連結会計年度より「のれん償却額」

と掲記している。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

212,422百万円である。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(連結損益計算書関係)   



  

１ 前連結会計年度まで、営業外収益の「雑収益」に含

めて表示していた「為替差益」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分

掲記している。 

  なお、前連結会計年度の「為替差益」は32百万円で

ある。 

２ 前連結会計年度まで、営業外費用の「雑費用」に含

めて表示していた「たな卸資産廃棄損」は、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度

より区分掲記している。 

  なお、前連結会計年度の「たな卸資産廃棄損」は

359百万円である。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度まで、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示していた「受取利息

及び配当金(前連結会計年度△483百万円)」、「固定

資産売却益(前連結会計年度△268百万円)」及び「訴

訟和解金(前連結会計年度1,775百万円)」並びに投資

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示していた「少数株主持分の買取による支出(前連

結会計年度△24百万円)」は、当連結会計年度より区

分掲記している。 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社項目 

   非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 

 投資有価証券(株式) 17,772百万円

 その他(出資金) 6 

※１ 非連結子会社及び関連会社項目 

   非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 

 投資有価証券(株式) 15,362百万円

    

※２ 減価償却累計額 355,870百万円 ※２ 減価償却累計額 378,887百万円

※３ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

 建物及び構築物 492百万円

 機械装置及び運搬具 254 

 土地 185 

  計 932 

※３ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

 建物及び構築物 292百万円

 機械装置及び運搬具 223 

 土地 107 

  計 624 

   担保付債務は次のとおりである。 

 短期借入金 838百万円

 １年以内に返済予定の長期借入金 52 

  計 890 

   担保付債務は次のとおりである。 

 短期借入金 697百万円

    

 ４ 保証債務 

   連結会社以外の会社の銀行借入金等に対し、次の

とおり債務保証を行っている。 

 ４ 保証債務 

   連結会社以外の会社の銀行借入金等に対し、次の

とおり債務保証を行っている。 

  (1) 関係会社 

 レナウンジャーヂ㈱ 

その他２社 
696百万円

  (1) 関係会社 

 MRC Resins(Thailand)Co.,Ltd. 

その他１社 
404百万円

  (2) その他 

 従業員に対するもの 281百万円

  合計 978 

  (2) その他 

 従業員に対するもの 227百万円

  合計 632 

※５ 連結財務諸表提出会社の発行済株式総数 

普通株式 599,997,820株

※５      ―――――――――― 

※６ 連結会社、持分法適用の関連会社が保有する自己

株式 

普通株式 280,208株

※６      ―――――――――― 

※７      ―――――――――― ※７ 連結会計年度末日の満期手形の処理 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。なお、当連結会計

年度の末日は金融機関の休日であったため、次の

満期手形が当連結会計年度の残高に含まれてい

る。 

 受取手形 1,079百万円

 支払手形 2,658百万円



  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※８ 土地再評価 

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日

公布法律第34号)に基づき、一部の持分法適用の

関連会社は事業用の土地の再評価を行い、再評価

差額金(税金相当額控除後)のうち持分相当額を資

本の部に計上している。 

   ・再評価の方法 

     「土地の再評価に関する法律施行令(平成10

年3月31日公布政令119号)」第2条第4号に定

める地価税法第16条に規定する地価税の課税

価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法に

より算定した価額に、時点修正による補正等

合理的な調整を行って算出している。 

   ・再評価を行った年月日   平成12年12月31日 

※８ 土地再評価 

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日

公布法律第34号)に基づき、一部の持分法適用の

関連会社は事業用の土地の再評価を行い、再評価

差額金(税金相当額控除後)のうち持分相当額を純

資産の部に計上している。 

   ・再評価の方法 

     「土地の再評価に関する法律施行令(平成10

年3月31日公布政令119号)」第2条第4号に定

める地価税法第16条に規定する地価税の課税

価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法に

より算定した価額に、時点修正による補正等

合理的な調整を行って算出している。 

   ・再評価を行った年月日   平成12年12月31日 

※９      ―――――――――― 

  

※９ 国庫補助金等により、有形固定資産の取得価額か

ら直接控除した圧縮記帳額は、1,312百万円（建

物及び構築物３百万円及び土地1,309百万円）で

ある。 

 10 連結財務諸表提出会社及び連結子会社13社は、運

転資金の効率的な調達を行うため取引銀行14行と

当座貸越契約を締結している。当該当座貸越契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高等は

次のとおりである。 

 当座貸越極度額 100,735百万円

 借入実行残高 37,053 

 差引額 63,682 

 10 連結財務諸表提出会社及び連結子会社14社は、運

転資金の効率的な調達を行うため取引銀行12行と

当座貸越契約を締結している。当該当座貸越契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高等は

次のとおりである。 

 当座貸越極度額 112,653百万円

 借入実行残高 34,802 

 差引額 77,850 

  

  

 11 財務制限条項 

連結財務諸表提出会社は、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

を幹事とする13社の協調融資によるシンジケート

ローン契約を締結しており、この契約には次の財

務制限条項が付されている。 

(1) 事業年度末の純資産が、当該中間会計期間末

の純資産の75％以上を維持すること。 

(2) 連結会計年度末の純資産が、当該中間連結会

計期間末の純資産の75％以上を維持するこ

と。 

(3) 経常損益が、単体及び連結ともに２期(中間

決算期を含む)連続して損失とならないこ

と。 



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、10,969百万

円である。なお、当期製造費用に含まれている研

究開発費はない。 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、8,007百万

円である。なお、当期製造費用に含まれている研

究開発費はない。 

※２ 土地の売却益2,267百万円他である。 ※２ 土地の売却益1,104百万円他である。 

※３      ―――――――――― ※３ 出資金の売却益２百万円及びゴルフ会員権の売却

益０百万円を含む。 

※４ 機械装置の廃棄損562百万円他である。 ※４ 機械装置の廃棄損1,474百万円他である。 

※５ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上した。 

当社グループは、事業用資産については、事業部もし

くはそれに準じた単位で資産のグルーピングを行い、

遊休資産については、個々の資産ごとグルーピングを

行っている。 

遊休資産及び社宅のうち遊休状態のものについては、

将来における具体的な使用計画が無いため、回収可能

価額まで帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失

(1,234百万円)として計上している。その内訳は、建物

及び構築物が613百万円、機械装置及び運搬具288百万

円、土地が330百万円、その他が1百万円である。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、時価については、不動産鑑定評価額等

合理的に算出された評価額に基づいて算定している。 

場所 用途 種類 減損損失 

群馬県 
吾妻郡 
草津町 

遊休資産 土地 292百万円 

広島県 
大竹市 

遊休資産 

建物、 
構築物、 
機械装置、 
運搬具、 
その他 

261百万円 

青森県 
八戸市 

遊休資産 
建物、 
構築物 

186百万円 

岐阜県 
大垣市 

遊休資産 
建物、 
構築物 

125百万円 

広島県 
大竹市 

遊休資産 
建物、 
構築物、 
機械装置 

100百万円 

広島県 
大竹市 
その他 

遊休資産、 
社宅 

土地、 
建物、 
構築物、 
機械装置、 
その他 

267百万円 

※５ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上した。 

当社グループは、事業用資産については、事業部もし

くはそれに準じた単位で資産のグルーピングを行い、

遊休資産については、個々の資産ごとグルーピングを

行っている。 

遊休資産及び社宅のうち遊休状態のものについては、

将来における具体的な使用計画が無いため、回収可能

価額まで帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失(61

百万円)として計上している。その内訳は、建物及び構

築物が39百万円、機械装置及び運搬具22百万円であ

る。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、時価については、不動産鑑定評価額等

合理的に算出された評価額に基づいて算定している。 

  

場所 用途 種類 減損損失 

広島県

大竹市 
遊休資産、

社宅 

建物、

構築物、 
機械装置 

61百万円 

※６      ―――――――――― ※６ ゴルフ会員権の売却損２百万円を含む。 

※７ ゴルフ会員権の評価損15百万円を含む。 ※７ ゴルフ会員権の評価損０百万円を含む。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※８ アクリル繊維紡績事業の縮小に伴う設備廃棄損等

1,473百万円、ポリエステル事業の縮小に伴う設

備廃棄損等311百万円及び構造改善の一環として

の従業員退職に伴う特別退職金121百万円他であ

る。 

※８ カーペット事業の撤退に伴う設備廃棄損等637百

万円、ポリエステル事業の縮小に伴う設備廃棄損

等349百万円及び構造改善の一環としての従業員

退職に伴う特別退職金134百万円他である。 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

(注) １ 自己株式の株式数の増加222,305株は、単元未満株式の買取りによるものである。 

２ 自己株式の株式数の減少20,424株は、単元未満株式の売却によるものである。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 599,997,820 ― ― 599,997,820 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 280,208 222,305 20,424 482,089 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,998 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月８日 
取締役会 

普通株式 2,998 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 2,997 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

  
※２      ―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  
  
※３ 連結子会社の株式売却により減少した資産及び負

債の主な内訳は、次のとおりである。 

現金及び預金勘定 10,123百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10 

現金及び現金同等物 10,113 

流動資産 869百万円

固定資産 1,006 

資産合計 1,875 

流動負債 485 

固定負債 169 

負債合計 654 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在)

  
※２ 株式の買い増しにより新たにダイヤニトリックス

㈱を連結子会社としたことに伴う連結開始時の資

産及び負債の主な内訳及びダイヤニトリックス㈱

株式の取得価額と取得のための支出(純額)との関

係は、次のとおりである。 

  
※３ 連結子会社の株式売却により減少した資産及び負

債の金額の重要性が乏しいため、記載を省略して

いる。 
  

現金及び預金勘定 10,711百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10 

現金及び現金同等物 10,701 

流動資産 14,113百万円

固定資産 4,055 

のれん 3,870 

資産合計(イ) 22,038 

流動負債 10,983 

固定負債 738 

負債合計(ロ) 11,722 

その他有価証券評価差額金 0 

少数株主持分 2,293 

純資産合計(ハ) 2,293 

株式の取得価額(ニ＝イ－ロ－ハ) 8,023 

支配獲得時の持分法評価額(ホ) 3,223 

株式の買い増し価額(ヘ＝ニ－ホ) 4,800 

現金及び現金同等物(ト) 643 

連結範囲の変更を伴う子会社株式取

得による支出(ヘ－ト) 
4,156 



(リース取引関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び 
運搬具 

296 212 84

その他 1,407 999 407

合計 1,704 1,211 492

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

240 169 70

その他 712 281 431

合計 952 451 501

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

１年内 172百万円

１年超 319 

 合計 492 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

１年内 174百万円

１年超 326 

 合計 501 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  (1) 支払リース料 285百万円

  (2) 減価償却費相当額 285百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  (1) 支払リース料 200百万円

  (2) 減価償却費相当額 200百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在及び平成19年３月31日現在) 

該当事項はない。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 前連結会計年度中に56百万円、当連結会計年度中に146百万円の減損処理を行っている。 

  

３ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(平成17年４月１日～平成18年３月31日及び平成18年４月１日～平

成19年３月31日) 

該当事項はない。 

  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

取得原価 
  

(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額
  

(百万円) 

取得原価
  

(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 
  

(百万円) 
(連結貸借対照表 
計上額が取得原価を 
超えるもの) 

     

①株式 23,850 50,543 26,692 21,752 49,695 27,943 

②その他 1 3 1 ― ― ― 

小計 23,852 50,546 26,694 21,752 49,695 27,943 

(連結貸借対照表 
計上額が取得原価を 
超えないもの) 

     

①株式 820 694 △125 8,170 6,912 △1,258 

②その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 820 694 △125 8,170 6,912 △1,258 

合計 24,672 51,241 26,568 29,922 56,608 26,685 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

売却額
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

569 245 6 472 333 13 



５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年

３月31日まで) 

１ 取引の状況に関する事項 

為替予約取引は、契約などにより確定している外貨建債権債務の為替リスクを極小化するために利用し、ス

ワップ取引は、連結貸借対照表に計上されている借入債務の固定金利と変動金利のバランスと、将来の金利見

とおしを踏まえた金利負担をより効果的に調整するために利用している。 

なお、デリバティブ取引は信用度の高い金融機関のみを取引相手としているため、信用リスクはほとんどな

いと判断しており、また、デリバティブ取引の実行に関しては、社内規定に基づいて経理担当部署が担当して

いる。 

また、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジ有効性評価の方法については

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (5) 重要なヘッジ会計の

方法」に記載している。  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため記載を省略している。 

  

次へ 

内容 

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

その他有価証券     

  非上場株式 1,369 1,339 

種類 
前連結会計年度末(平成18年３月31日) 当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１年以内 
１年超 
５年以内 

５年超
10年以内 

10年超 １年以内
１年超
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

債券(百万円) 0 0 0 ― 0 0 0 ― 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、キャッシュバランス型年金制度及び退職一時金制

度を設けている。また、従業員の退職等に際しては、

割増退職金を支払う場合がある。 

 なお、当社は退職給付信託を設定している。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、キャッシュバランス型年金制度及び退職一時金制

度を設けている。また、従業員の退職等に際しては、

割増退職金を支払う場合がある。 

 なお、当社は退職給付信託を設定している。 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

 (注) 国内の連結子会社は退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

イ 退職給付債務 △65,572百万円

ロ 年金資産 32,867 

ハ 退職給付信託設定 16,165 

ニ 未積立退職給付債務 
  (イ＋ロ＋ハ) 

△16,539 

ホ 未認識数理計算上の差異 △14,914 

ヘ 未認識過去勤務債務 ― 

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ニ＋ホ＋ヘ) 

△31,453 

チ 前払年金費用 ― 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △31,453 

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

 (注) 国内の連結子会社は退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

イ 退職給付債務 △63,857百万円

ロ 年金資産 35,527 

ハ 退職給付信託設定 8,739 

ニ 未積立退職給付債務
  (イ＋ロ＋ハ) 

△19,591 

ホ 未認識数理計算上の差異 2,841 

ヘ 未認識過去勤務債務 ― 

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ニ＋ホ＋ヘ) 

△16,749 

チ 前払年金費用 11,908 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △28,658 

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 (注) １ 上記退職給付費用以外に、割増退職金745百

万円支払っており、特別損失に計上してい

る。 

  ※２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に計上してい

る。 

イ 勤務費用※２ 1,976百万円

ロ 利息費用 1,611 

ハ 期待運用収益 △602 

ニ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

5,240 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △7,594 

ヘ 退職給付費用 
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

631 

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 (注) １ 上記退職給付費用以外に、割増退職金382百

万円支払っており、特別損失に計上してい

る。 

  ※２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に計上してい

る。 

イ 勤務費用※２ 1,855百万円

ロ 利息費用 1,580 

ハ 期待運用収益 △966 

ニ 数理計算上の差異の
  費用処理額 

△14,914 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 ― 

ヘ 退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

△12,445 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    (発生時の翌連結会計年度に一括して費用処理

することとしている。) 

イ 退職給付見込額の 
  期間配分方法 

期間定額配分 

ロ 割引率 主として2.5％ 

ハ 期待運用収益率 主として2.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の 
  処理年数 

主として一括費用
計上 

ホ 数理計算上の差異の 
  処理年数 

主として一括費用
計上 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    (発生時の翌連結会計年度に一括して費用処理

することとしている。) 

イ 退職給付見込額の
  期間配分方法 

期間定額配分 

ロ 割引率 主として2.5％ 

ハ 期待運用収益率 主として3％ 

ニ 過去勤務債務の額の
  処理年数 

主として一括費用
計上 

ホ 数理計算上の差異の
  処理年数 

主として一括費用
計上 



(ストック・オプション等関係) 

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  該当事項はない。 

  

  

(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 繰延税金資産 

 (2) 繰延税金負債 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれている 

未払事業税 612百万円

賞与引当金 1,474 

退職給付引当金 15,906 

繰越欠損金 946 

投資有価証券等評価損 2,560 

有形固定資産に係る未実現取引 810 

その他 2,183 

繰延税金資産小計 24,494 

評価性引当額 △3,195 

繰延税金資産合計 21,299 

固定資産圧縮積立金 △617 

特別償却積立金 △646 

その他有価証券評価差額金 △10,803 

その他 △478 

繰延税金負債合計 △12,546 

繰延税金資産の純額 8,752 

流動資産－繰延税金資産 2,697百万円

固定資産－繰延税金資産 6,450 

流動負債－繰延税金負債 △350 

固定負債－繰延税金負債 △44 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 繰延税金資産 

 (2) 繰延税金負債 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれている 

未払事業税 934百万円

賞与引当金 1,553 

退職給付引当金 13,709 

繰越欠損金 1,415 

投資有価証券等評価損 2,471 

有形固定資産に係る未実現取引 839 

その他 2,191 

繰延税金資産小計 23,116 

評価性引当額 △4,315 

繰延税金資産合計 18,801 

固定資産圧縮積立金 △642 

特別償却積立金 △484 

その他有価証券評価差額金 △10,851 

その他 △213 

繰延税金負債合計 △12,192 

繰延税金資産の純額 6,609 

流動資産－繰延税金資産 3,231百万円

固定資産－繰延税金資産 3,737 

流動負債－繰延税金負債 △311 

固定負債－繰延税金負債 △48 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

(調 整)   

個別財務諸表上の永久差異 △2.4 

連結子会社との税率差 △0.7 

関連会社持分法損益 △1.6 

連結調整勘定償却額 0.1 

在外子会社優遇税制に伴う税効果不適

用 
△6.7 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.9 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率(40.6％)の100分の

５以下であるため注記を省略している。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 当社及び当社グループの事業区分は、製品の使用目的、製造方法・製造過程及び市場の類似性などを考慮して決定してい

る。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称は次のとおりである。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度74,392百万円であり、その主なものは、親

会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券など)に係る資産などである。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、退職給付会計における数理計算上の差異につい

て、「発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から営業外費用処理」する方法から、「発生時の翌連結会計年度に一括して営業費用処理」する

方法へ変更している。 

  この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して営業利益は、「化成品・樹脂事業」が563百万円、「繊維事業」が

233百万円、「炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他」が135百万円それぞれ減少している。 

  

  
化成品・ 
樹脂事業 
(百万円) 

繊維事業
(百万円) 

炭素繊維・
複合材料、 
機能膜事業 
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

171,030 84,811 93,125 348,967 ― 348,967

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

9,653 54 32,285 41,992 (41,992) ―

計 180,684 84,865 125,410 390,960 (41,992) 348,967 

営業費用 153,213 83,470 115,652 352,336 (42,134) 310,201 

営業利益 27,470 1,395 9,757 38,624 142 38,766 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 160,980 86,688 94,238 341,906 39,650 381,557 

減価償却費 8,908 3,525 2,822 15,256 ― 15,256 

資本的支出 17,143 6,848 4,899 28,892 ― 28,892 

事業区分 主要製品 

化成品・樹脂事業 
化成品、成形材料、板・フィルム、コーティング材料、樹脂改質剤、プラスチック

光ファイバー、プラスチックロッドレンズ、液晶用プリズムシート 

繊維事業 
アクリル繊維、アセテート繊維、ポリエステル繊維、ポリプロピレン繊維、カーペ

ット 

炭素繊維・複合材

料、機能膜事業そ

の他 

炭素繊維、複合材料加工品、航空機材、清水器、中空糸膜フィルター、水処理機器

システム、プラントエンジニアリング、建築関連材料 



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 当社及び当社グループの事業区分は、製品の使用目的、製造方法・製造過程及び市場の類似性などを考慮して決定してい

る。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称は次のとおりである。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度99,644百万円であり、その主なものは、親

会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券など)に係る資産などである。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。 

  この結果、従来の方法によった場合と比較して営業利益は、「化成品・樹脂事業」が37百万円、「繊維事業」が8百万

円、「炭素繊維・複合材料、機能膜事業その他」が6百万円それぞれ減少している。 

  

  
化成品・ 
樹脂事業 
(百万円) 

繊維事業
(百万円) 

炭素繊維・
複合材料、 
機能膜事業 
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

219,622 85,882 111,522 417,027 ― 417,027

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

26,251 777 42,774 69,802 (69,802) ―

計 245,873 86,659 154,296 486,830 (69,802) 417,027 

営業費用 204,357 84,737 138,170 427,265 (69,903) 357,362 

営業利益 41,516 1,922 16,126 59,564 100 59,665 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 204,935 83,820 112,047 400,804 48,773 449,578 

減価償却費 9,943 4,008 3,076 17,027 ― 17,027 

資本的支出 18,487 5,487 13,084 37,059 ― 37,059 

事業区分 主要製品 

化成品・樹脂事業 
化成品、成形材料、板・フィルム、コーティング材料、樹脂改質剤、プラスチック

光ファイバー、プラスチックロッドレンズ、液晶用プリズムシート 

繊維事業 アクリル繊維、アセテート繊維、ポリエステル繊維、ポリプロピレン繊維 

炭素繊維・複合材

料、機能膜事業そ

の他 

炭素繊維、複合材料加工品、航空機材、清水器、中空糸膜フィルター、人工炭酸泉

製造装置、水処理機器システム、プラントエンジニアリング、建築関連材料 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア・・・中国、タイ、インドネシア 

３ 「消去又は全社」に含めた全社資産の金額及び主な内容は「事業の種類別セグメント情報」の「(注)３」と同一である。

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、退職給付会計における数理計算上の差異につい

て、「発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から営業外費用処理」する方法から、「発生時の翌連結会計年度に一括して営業費用処理」する

方法へ変更している。 

  この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して営業利益は、「日本」が933百万円減少している。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア・・・中国、タイ、インドネシア 

３ 「消去又は全社」に含めた全社資産の金額及び主な内容は「事業の種類別セグメント情報」の「(注)３」と同一である。

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。 

  この結果、従来の方法によった場合と比較して営業利益は、「日本」が51百万円減少している。 

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

米国
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

295,747 31,469 21,751 348,967 ― 348,967

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

11,829 9,090 1,109 22,028 (22,028) ―

計 307,576 40,559 22,860 370,996 (22,028) 348,967 

営業費用 277,837 33,602 20,671 332,111 (21,909) 310,201 

営業利益 29,738 6,956 2,189 38,885 (118) 38,766 

Ⅱ 資産 269,699 61,731 12,730 344,161 37,396 381,557 

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

米国
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

338,405 47,911 30,711 417,027 ― 417,027

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

18,929 10,066 809 29,805 (29,805) ―

計 357,334 57,978 31,520 446,833 (29,805) 417,027 

営業費用 307,669 52,394 26,873 386,938 (29,576) 357,362 

営業利益 49,664 5,583 4,646 59,894 (229) 59,665 

Ⅱ 資産 304,331 70,806 14,915 390,053 59,525 449,578 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア   ・・・中国、タイ、インドネシア 

(2)その他の地域・・・北米、ヨーロッパ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19

年３月31日まで) 

該当事項はない。 

  

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 105,498 45,500 150,998 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     348,967 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

30.2 13.0 43.2

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 128,130 59,184 187,314 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     417,027 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

30.7 14.1 44.9



(企業結合等関係) 

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 (事業分離) 

   事業分離の影響額に重要なものがないため、注記を省略している。 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 
  
２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 309.75円 １株当たり純資産額 354.32円

１株当たり当期純利益 40.46円 １株当たり当期純利益 52.15円

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

 純資産の部の合計額(百万円) ― 225,713 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 2 

  (うち、利益処分による在外子会社の 
  従業員奨励福利基金拠出額)  

(―) (2)

 純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― 13,289 

  (うち、少数株主持分) (―) (13,289)

 普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ― 212,421 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株) ― 599,515 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 当期純利益(百万円) 24,425 31,273 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 76 2 

  (うち、利益処分による取締役賞与金) (76) (―)

  (うち、利益処分による在外子会社の 
  従業員奨励福利基金拠出額) 

(0) (2)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 24,349 31,271 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 601,680 599,624 



(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ダイヤニトリックス株式会社の株式異動について 

当社は、ダイヤニトリックス株式会社の発行済普通

株式の50％を所有していたが、平成18年４月１日付け

で、三菱化学株式会社が所有する同社の株式の15％を

取得し、当社の同社に対する持ち株比率が65％となっ

た。 

これにより、従来、持分法を適用する関連会社であ

ったダイヤニトリックス株式会社は、翌連結会計年度

（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）よ

り、当社の連結子会社となる。 

なお、ダイヤニトリックス株式会社の概要について

は以下のとおりである。 

(1) 所在地：東京都中央区 

(2) 事業内容：アクリロニトリル、アクリルアマイ

ド、これらの製造用触媒及び凝集剤の製造、販売 

(3) 業績及び財政状態(平成18年３月期) 

売上高    45,924百万円 

当期純利益   1,747百万円 

資本金     2,000百万円 

総資産    18,168百万円 

(4) 株式の取得価額 4,800百万円 

 国内無担保普通社債の発行について 

当社は、平成19年５月28日開催の当社取締役会にお

いて、国内無担保普通社債の発行を決議し、平成19年

６月18日に発行した。 

なお、その概要は次のとおりである。 

(1) 銘柄    第５回無担保普通社債 

(2) 発行年月日 平成19年６月18日 

(3) 発行総額  100億円 

(4) 発行価額  額面100円につき金100円 

(5) 利率    年1.90％ 

(6) 償還期限  平成26年６月18日 

(7) 資金使途  借入金返済資金に充当する。 

  



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 連結決算日後５年内における償還予定額は次のとおりである。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 摘要 

三菱レイヨン
株式会社 

第４回無担保 
普通社債 

平成15年 
７月29日 

10,000 10,000 0.980 なし
平成22年 
７月29日 

社債償還
資金 

合計 ― 10,000 10,000 ― ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― ― ― 10,000 ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 38,032 35,312 2.14 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 4,608 2,654 5.47 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定 
のものを除く)      

12,571 17,320 3.35
平成20年４月15日 
～平成23年11月30日 

その他の有利子負債(預り金) 1,367 1,314 0.46 ― 

合計 56,579 56,601 ― ― 

  
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 6,438 3,031 1,849 6,000 



(2) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

ａ．平成17年９月６日、連結子会社である三菱レイヨン・カーペット株式会社(※)は、価格カルテルの疑いで公

正取引委員会の立入調査を受け、平成18年７月25日に排除措置命令及び課徴金納付命令が確定し、終結し

た。 

ｂ．平成15年12月11日、連結財務諸表提出会社(以下、当社)を含む２社は、塩化ビニル樹脂向けモディファイヤ

ーの販売価格を共同で引き上げたとして、公正取引委員会から独占禁止法違反(不当な取引制限の禁止)によ

る排除勧告を受けたが、当社は同勧告に対し平成15年12月22日に不応諾の文書を提出し、現在審判中であ

る。本件に関し、米国において当社グループのモディファイヤーの販売に関し、価格カルテルを結んでいた

として、損害賠償請求の民事訴訟が提起され、平成19年６月に一部については和解した。 

  

(注) ※ 三菱レイヨン・カーペット株式会社は、平成19年４月１日付けで株式会社ＭＣＰに社名を変更した。 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     2,239     2,424   

２ 受取手形 
※１ 
※10 

  2,292     2,052   

３ 売掛金 ※１   45,000     50,207   

４ 製品     13,202     14,284   

５ 原材料     4,878     6,345   

６ 仕掛品     1,373     1,272   

７ 貯蔵品     1,771     1,706   

８ 前渡金     275     ―   

９ 前払費用     266     270   

10 繰延税金資産     1,527     1,830   

11 短期貸付金 ※１   ―     3,716   

12 未収入金 ※１   7,879     11,165   

13 その他     1,825     201   

貸倒引当金     △1,185     △1,774   

流動資産合計     81,346 29.0   93,704 28.6 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産 ※２             

１ 建物 ※９   23,474     23,366   

２ 構築物     7,122     6,819   

３ 機械装置     39,352     40,905   

４ 車両運搬具     109     109   

５ 工具器具備品     2,600     2,569   

６ 土地 ※９   19,200     23,071   

７ 建設仮勘定     7,180     15,970   

有形固定資産合計     99,040 35.4   112,812 34.5 

(2) 無形固定資産               

１ 特許権     11     8   

２ 借地権     853     853   

３ 商標権     3     3   

４ 実用新案権     0     0   

５ 意匠権     0     0   

６ ソフトウエア     1,037     1,108   

７ その他     27     27   

無形固定資産合計     1,934 0.7   2,002 0.6 



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産              

１ 投資有価証券     52,190     57,557   

２ 関係会社株式     19,664     24,930   

３ 出資金     167     174   

４ 関係会社出資金     17,637     19,447   

５ 長期貸付金     273     ―   

６ 関係会社長期貸付金     574     524   

７ 破産債権・再生債権・ 
  更生債権その他 
  これらに準ずる債権 

※６   139 96  

８ 長期前払費用     701     350   

９ 前払年金費用     ―     11,908   

10 繰延税金資産     4,002     1,401   

11 長期未収入金     745     647   

12 その他     1,755     1,719   

貸倒引当金     △125     △107   

投資その他の資産合計     97,727 34.9   118,651 36.3 

固定資産合計     198,702 71.0   233,465 71.4 

資産合計     280,048 100.0   327,170 100.0 



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形 ※10   454     694   

２ 買掛金 ※１   36,341     47,090   

３ 短期借入金     23,750     25,000   

４ 未払金 ※１   7,453     11,868   

５ 未払費用     2,626     2,951   

６ 未払法人税等     4,921     9,274   

７ 前受金     39     251   

８ 預り金     352     2,966   

９ 賞与引当金     2,241     2,333   

10 取締役賞与引当金     ―     40   

11 その他     173     1   

流動負債合計     78,355 28.0   102,472 31.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     10,000     10,000   

２ 長期借入金     3,000     9,000   

３ 退職給付引当金     29,387     26,722   

４ 役員退職慰労引当金     567     630   

５ 修繕引当金     127     39   

６ その他     1,324     1,194   

固定負債合計     44,407 15.8   47,586 14.6 

負債合計     122,762 43.8   150,058 45.9 



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※３   53,229 19.0   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   28,509     ―     

２ その他資本剰余金               

 資本準備金減少差益   192     ―     

自己株式処分差益   5     ―     

資本剰余金合計     28,707 10.3   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 任意積立金               

 固定資産圧縮積立金   915     ―     

 特別償却積立金   994     ―     

 別途積立金   29,859     ―     

２ 当期未処分利益   28,082     ―     

利益剰余金合計     59,851 21.4   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     15,666 5.6   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※４   △169 △0.1   ― ― 

資本合計     157,286 56.2   ― ― 

 負債・資本合計     280,048 100.0   ― ― 



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   53,229 16.2 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―     28,509     

(2) その他資本剰余金   ―     205     

資本剰余金合計     ― ―   28,714 8.8 

３ 利益剰余金               

(1) その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金   ―     885     

特別償却積立金   ―     700     

別途積立金   ―     39,859     

繰越利益剰余金   ―     38,312     

利益剰余金合計     ― ―   79,757 24.4 

４ 自己株式     ― ―   △349 △0.1 

株主資本合計     ― ―   161,352 49.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ―   15,758 4.8 

評価・換算差額等合計     ― ―   15,758 4.8 

純資産合計     ― ―   177,111 54.1 

負債純資産合計     ― ―   327,170 100.0 



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１ 売上高 ※１ 227,916 227,916 100.0 238,042 238,042 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首製品たな卸高   12,860     13,202     

２ 当期製品製造原価 
※１ 
※３ 

132,087 132,255   

３ 当期製品仕入高 ※１ 46,406     47,719     

計   191,355     193,177     

４ 期末製品たな卸高   13,202     14,284     

差引計   178,152     178,892     

５ 会社分割に伴う 
製品減少高 

  308     ―     

６ その他払出高 ※２ 4,922 172,921 75.9 4,675 174,217 73.2 

売上総利益     54,994 24.1   63,825 26.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 販売運賃諸掛費   7,712     7,839     

２ 広告宣伝費   435     358     

３ 給料及び賞与   5,789     5,816     

４ 賞与引当金繰入額   575     600     

５ 退職給付引当金繰入額   798     △3,928     

６ 研究開発費 ※３ 9,614     6,199     

７ 減価償却費   295     322     

８ その他   7,034 32,256 14.1 7,370 24,579 10.3 

営業利益     22,738 10.0   39,246 16.5 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   61     67     

２ 受取配当金 ※１ 4,664     5,769     

３ 資産賃貸収益 ※１ 310     1,240     

４ 為替差益   471     143     

５ 雑収益   498 6,007 2.6 311 7,531 3.1 

      



  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   355     452     

２ 社債利息   175     98     

３ たな卸資産廃棄損   334     413     

４ 資産賃貸費用   ―     921     

５ 雑費用   723 1,589 0.7 549 2,434 1.0 

経常利益     27,157 11.9   44,343 18.6 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※４ 1,755     646     

２ 投資有価証券売却益   234     ―     

３ 投資有価証券等売却益 ※５ ―     332     

４ 貸倒引当金取崩益   180     ―     

５ 制度改定に伴う退職給付 
  引当金取崩益 

  7,594     ―     

６ 事業譲渡益   899 10,663 4.7 ― 978 0.4 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産廃棄・処分損 ※６ 727     2,209     

２ 減損損失 ※７ 1,873     61     

３ 投資有価証券売却損   2     11     

４ 投資有価証券等評価損 ※８ 186     164     

５ 関係会社株式売却損   12     ―     

６ 関係会社株式評価損   1,897     174     

７ 貸倒引当金繰入額   ―     580     

８ 構造改善費用 ※９ 366     492     

９ 関係会社整理損失   20     ―     

10 訴訟和解金   1,793     ―     

11 土壌浄化費用   217     ―     

12 過年度未認識数理計算上
の差異一括償却額 

  4,265 11,363 5.0 ― 3,694 1.5 

税引前当期純利益     26,457 11.6   41,627 17.5 

法人税、住民税及び 
事業税 

7,500 13,450   

法人税等調整額   951 8,451 3.7 2,234 15,684 6.6 

当期純利益     18,006 7.9   25,943 10.9 

前期繰越利益     12,475     ―   

中間配当額     2,399     ―   

当期未処分利益     28,082     ―   



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算方法は、工程別総合原価計算を採用している。 

２ ※１ 控除額は、主として関係会社宛供給ユーティリティの請求高戻入額である。 

  ※２ 他勘定振替額は、主として研究開発費への振替である。 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

材料費   84,337 62.8 91,334 67.8 

労務費   13,336 9.9 6,244 4.6 

経費   40,225 30.0 40,902 30.4 

(うち外注加工費)   (10,506) (7.8) (10,914) (8.1)

(うち減価償却費)   (9,014) (6.7) (9,378) (7.0)

控除額 ※１ 3,662 2.7 3,761 2.8 

当期総製造費用   134,236 100.0 134,720 100.0 

期首仕掛品たな卸高   1,261   1,373   

期末仕掛品たな卸高   1,373   1,272   

会社分割に伴う 
仕掛品減少高 

 32 ―  

他勘定振替額 ※２ 2,005   2,565   

当期製品製造原価   132,087   132,255   



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日である。 

  

    
前事業年度

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益     28,082 

Ⅱ 任意積立金取崩高       

固定資産圧縮積立金取崩高   15   

特別償却積立金取崩高   215 231 

計     28,313 

Ⅲ 利益処分額       

利益配当金   2,998   

    
(１株につき

５円00銭)
  

取締役賞与金   40   

任意積立金       

特別償却積立金   152   

別途積立金   10,000 13,191 

Ⅳ 次期繰越利益     15,121 



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産
圧縮積立金

特別償却
積立金 別途積立金

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万
円) 53,229 28,509 198 28,707 915 994 29,859 28,082 59,851 

事業年度中の変動額                   

 当期純利益               25,943 25,943 

 剰余金の配当(注)               △2,998 △2,998 

 剰余金の配当               △2,998 △2,998 

 自己株式の処分     7 7           

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩(注)         △15     15 ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩         △14     14 ― 

 特別償却積立金の積立(注)           152   △152 ― 

 特別償却積立金の取崩(注)           △215   215 ― 

 特別償却積立金の取崩           △231   231 ― 

 別途積立金の積立(注)             10,000 △10,000 ― 

 取締役賞与(注)               △40 △40 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 7 7 △29 △293 10,000 10,229 19,906 

平成19年３月31日残高(百万
円) 53,229 28,509 205 28,714 885 700 39,859 38,312 79,757 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
自己株式

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価
差額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △169 141,619 15,666 15,666 157,286 

事業年度中の変動額           

 当期純利益   25,943     25,943 

 剰余金の配当(注)   △2,998     △2,998 

 剰余金の配当   △2,998     △2,998 

 自己株式の取得 △189 △189     △189 

 自己株式の処分 9 16     16 

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩(注)   ―     ―

 固定資産圧縮積立金の取崩   ―     ― 

 特別償却積立金の積立(注)   ―     ―

 特別償却積立金の取崩(注)   ―     ―

 特別償却積立金の取崩   ―     ―

 別途積立金の積立(注)   ―     ― 

 取締役賞与(注)   △40     △40 

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)     91 91 91

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △180 19,733 91 91 19,825 

平成19年３月31日残高(百万円) △349 161,352 15,758 15,758 177,111 



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的の債券：償却原価法(定額法) 

  子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原

価法 

  その他有価証券： 

   時価のあるもの 

    …決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的の債券：償却原価法(定額法) 

  子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原

価法 

  その他有価証券： 

   時価のあるもの 

    …決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

  デリバティブ：時価法 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

   同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  製品、原材料及び仕掛品…総平均法による原価法 

  貯蔵品…主として総平均法による原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

  建物(建物附属設備を除く)：定額法 

  上記以外の有形固定資産 ：定率法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

  建物及び構築物      ８年～50年 

  機械装置及び車両運搬具  ４年～15年 

  無形固定資産      ：定額法 

  なお、自社利用のソフトウエアについては社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法によってい

る。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

   同左 

５ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金：売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

５ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金：同左 

  賞与引当金：従業員の賞与支払いに備えるため、支

給見込額基準により計上している。 

  賞与引当金：同左 

―――――――――― 取締役賞与引当金：取締役の賞与支払いに備える

ため、支給見込額基準により計上している。 

(会計処理の変更) 

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適

用している。 

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益が、それぞれ40百万円減少している。 

退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務は、その発生時に一括して費用処

理している。 

数理計算上の差異は、その発生時の翌事業年度

に一括して費用処理している。 

退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務は、その発生時に一括して費用処

理している。 

数理計算上の差異は、その発生時の翌事業年度

に一括して費用処理している。 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（会計処理の変更） 

①当社は、退職給付会計における数理計算上

の差異について、「発生時の従業員の平均残

  



  

存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から営業外費用処理」する方法から、

「発生時の翌事業年度に一括して営業費用処

理」する方法へ変更し、過年度に発生した未

認識数理計算上の差異4,265百万円を特別損失

として当事業年度に一括して費用計上してい

る。 

この変更は、当事業年度において、退職年金

制度について、適格退職年金制度から規約

型企業年金制度の１つであるキャッシュバラ

ンス型年金制度へ移行する等、大幅な制度改

定を行ったことに伴い、退職給付債務等の状

況を適時に財務諸表に反映させるとともに、

財務体質の一層の健全化を図るために行った

ものである。 

この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益は933百万円減少し、経常利益は

2,469百万円増加し、税引前当期純利益は

1,796百万円減少している。 

②当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年

３月16日）及び「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第７号 平成17年３月16日）を適用し

ている。この変更による損益への影響はない。 

  役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ている。 

  役員退職慰労引当金：同左 

  修繕引当金：設備の定期的な大規模修繕に備えて、

その支出見込額を次回の定期修繕までの期間に

配分して計上している。 

  修繕引当金：同左 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

６ リース取引の処理方法 

   同左 

  

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約

について振当処理の要件を満たしている場合は振

当処理を、金利スワップについて特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理を採用している。 

７ ヘッジ会計の方法 

   同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

    為替予約    外貨建予定取引 

    金利スワップ  借入金 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (3) ヘッジ方針 

   当社の内部規定である「市場リスク管理規定」及

び「リスク管理要領」に基づき、為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジしている。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段とヘッジ対象について、それぞれの既

に経過した期間におけるキャッシュ・フロー累計

額を比較して有効性の判定を行っている。 

  

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 ８ その他財務諸表作成のための重要な事項 



  

会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っている。 

  消費税等の会計処理 

   同左 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。

これにより税引前当期純利益は1,814百万円減少してい

る。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

  

―――――――――― 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用している。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は177,111百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成している。 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――――――― (貸借対照表関係) 

 前事業年度まで、流動資産の「その他」に含めて表示

していた「短期貸付金」は、総資産額の100分の１を超

えたため、当事業年度より区分掲記している。 

 なお、前事業年度の「短期貸付金」は1,369百万円で

ある。 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりである。 

受取手形 1百万円

売掛金 8,670 

未収入金 4,911 

買掛金 8,096 

未払金 6,013 

※１ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりである。 

受取手形 1百万円

売掛金 11,343 

短期貸付金 3,436 

未収入金 7,296 

買掛金 11,013 

未払金 10,760 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

325,718百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

314,857百万円

※３ 会社が発行する株式の総数 

  普通株式 1,185,800,000株

※３      ―――――――――― 



    定款の定めによる「会社の発行する株式の総

数」は1,200,000,000株となっているが、当期末

までに14,200,000株を消却している。 

発行済株式総数 普通株式 599,997,820株

※４ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数 

  普通株式 274,808株

※４      ―――――――――― 

 ５ 保証債務 

   他社の銀行借入金等に対し、次のとおり債務保証

を行っている。 

  (1) 関係会社 

  (2) その他 

エムアールシー・ 
     ファイナンス㈱ 

8,000百万円

寧波麗陽化繊有限公司 5,143 

恵州恵菱化成有限公司 4,874 

三菱麗陽高分子材料（南通） 

        有限公司 
2,773 

南通麗陽化学有限公司 2,542 

P.T.VONEX INDONESIA 1,876 

江蘇新菱化工有限公司 1,393 

Thai MMA Co.,Ltd. 1,233 

MRC Resins(Thailand)  
Co.,Ltd. 

その他６社 
1,133 

  小     計 28,970 

従業員に対するもの   278百万円

  合     計 29,249 

 ５ 保証債務 

   他社の銀行借入金等に対し、次のとおり債務保証

を行っている。 

  (1) 関係会社 

  (2) その他 

恵州恵菱化成有限公司 9,191百万円

寧波麗陽化繊有限公司 6,046 

三菱麗陽高分子材料（南通） 

        有限公司 
1,435 

南通麗陽化学有限公司 1,186 

Thai MMA Co.,Ltd. 983 

P.T.VONEX INDONESIA 798 

江蘇新菱化工有限公司
その他５社 

1,100 

  小     計 20,742 

従業員に対するもの 226百万円

  合     計 20,968 

  この他に、当社連結子会社からの借入金に対し、次

のとおり保証予約を行っている。 

     関係会社 

エムアールシー・ファイナ
ンス㈱の貸付先である当社
関係会社に対するもの 

   4,506百万円

Mitsubishi Rayon America 
 Inc.の貸付先である当社関
係会社に対するもの 

1,350 

  合     計 5,856 

  この他に、当社連結子会社からの借入金に対し、次

のとおり保証予約を行っている。 

     関係会社 

エムアールシー・ファイナ
ンス㈱の貸付先である当社
関係会社に対するもの 

8,383百万円

Mitsubishi Rayon America 
 Inc.の貸付先である当社関
係会社に対するもの 

709 

  合     計 9,092 



  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※６ YARN VENTURES RESOURCES,INC.他である。 ※６ YARN VENTURES RESOURCES,INC.他である。 

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行７行と当座貸越契約を締結している。当該当

座貸越契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高等は次のとおりである。 

  

当座貸越極度額 73,885百万円

借入実行残高 23,750 

差引額 50,135 

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行７行と当座貸越契約を締結している。当該当

座貸越契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高等は次のとおりである。 

  

当座貸越極度額 72,785百万円

借入実行残高 24,350 

差引額 48,435 

 ８ 配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は15,666百

万円である。 

８ 財務制限条項 

当社は、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行を幹事とする13社

の協調融資によるシンジケートローン契約を締結

しており、この契約には次の財務制限条項が付さ

れている。 

(1) 事業年度末の純資産が、当該中間会計期間末

の純資産の75％以上を維持すること。 

(2) 連結会計年度末の純資産が、当該中間連結会

計期間末の純資産の75％以上を維持するこ

と。 

(3) 経常損益が、単体及び連結ともに２期(中間

決算期を含む)連続して損失とならないこ

と。 

※９     ―――――――――― ※９ 国庫補助金等により、有形固定資産の取得価額か

ら直接控除した圧縮記帳額は、1,312百万円(建物

3百万円及び土地1,309百万円)である。 

※10     ―――――――――― ※10 当事業年度末日の満期手形の処理 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。なお、当事業年度

の末日は金融機関の休日であったため、次の満期

手形が当事業年度末の残高に含まれている。 

   受取手形     262百万円 

   支払手形     227百万円 



(損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 関係会社との取引に係わるもので、主なものは、

次のとおりである。 

売上高 36,462百万円

原料及び製品仕入高 50,380 

受取配当金 4,236 

資産賃貸収益 305 

※１ 関係会社との取引に係わるもので、主なものは、

次のとおりである。 

売上高 44,224百万円

原料及び製品仕入高 53,646 

受取配当金 5,228 

資産賃貸収益 1,002 

※２ その他払出高は、見本用、研究開発用払出高等で

ある。 

※２ その他払出高は、見本用、研究開発用払出高等で

ある。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、9,614百万

円である。なお、当期製造費用に含まれている研

究開発費はない。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、6,199百万

円である。なお、当期製造費用に含まれている研

究開発費はない。 

※４ 土地の売却益1,755百万円である。 ※４ 土地の売却益646百万円である。 

※５      ―――――――――― ※５ 出資金の売却益2百万円及びゴルフ会員権の売却

益0百万円を含む。 

※６ 機械装置の廃棄損444百万円他である。 ※６ 機械装置の廃棄損1,413百万円他である。 

※７ 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上した。 

場所 用途 種類 減損損失 

岐阜県 

大垣市 
遊休資産 

土地、 

建物、 

構築物 

1,106百万円 

広島県 

大竹市 
遊休資産 

建物、 

構築物、 

機械装置、 

車両運搬具、 

工具器具備品 

261百万円 

青森県 

八戸市 
遊休資産 

建物、 

構築物、 
186百万円 

広島県 

大竹市 
遊休資産 

建物、 

構築物、 

機械装置 

100百万円 

広島県 

大竹市 

その他 

遊休資産、 

社宅 

土地、 

建物、 

構築物、 

機械装置、 

工具器具備品、 

その他 

218百万円 

※７ 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上した。 

当社は、事業用資産については、事業部もしくはそれに

準じた単位で資産のグルーピングを行い、遊休資産につ

いては個々の資産ごとグルーピングを行っている。 

遊休資産及び社宅のうち遊休状態のものについては、将

来における具体的な使用計画が無いため、回収可能価額

まで帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失（61百万

円）として計上している。その内訳は、建物が38百万

円、構築物が0百万円、機械装置が22百万円である。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、時価については、不動産鑑定評価額等合理

的に算出された評価額に基づいて算定している。 

場所 用途 種類 減損損失 

広島県 

大竹市 

その他 

遊休資産、

社宅 

建物、 

構築物、 

機械装置 

61百万円 

当社は、事業用資産については、事業部もしくはそれに

準じた単位で資産のグルーピングを行い、遊休資産につ

いては個々の資産ごとグルーピングを行っている。 

遊休資産及び社宅のうち遊休状態のものについては、将

来における具体的な使用計画が無いため、回収可能価額

まで帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失（1,873

百万円）として計上している。その内訳は、建物が579

百万円、構築物が23百万円、機械装置が288百万円、車

両運搬具が0百万円、工具器具備品が1百万円、土地が

980百万円、その他が0百万円である。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、時価については、不動産鑑定評価額等合理

的に算出された評価額に基づいて算定している。 

  



  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

  
 （注）１ 自己株式の株式数の増加222,305株は、単元未満株式の買取りによるものである。 

    ２ 自己株式の株式数の減少20,424株は、単元未満株式の売却によるものである。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※８ ゴルフ会員権の評価損2百万円を含む。 ※８      ―――――――――― 

※９ ポリエステル事業の縮小に伴う設備廃棄損等266

百万円及び構造改善の一環としての従業員退職に

伴う特別退職金100百万円である。 

※９ ポリエステル事業の縮小に伴う設備廃棄損等349

百万円及び構造改善の一環としての従業員退職に

伴う特別退職金143百万円である。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 274,808 222,305 20,424 476,689 



(リース取引関係) 

  

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19

年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 136 85 51

工具器具備品 408 277 130

合計 544 362 182

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 102 55 47

工具器具備品 237 112 125

合計 340 167 172

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

１年内 70百万円

１年超 111 

 合計 182 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

１年内 67百万円

１年超 105 

 合計 172 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  (1) 支払リース料 80百万円

  (2) 減価償却費相当額 80百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  (1) 支払リース料 79百万円

  (2) 減価償却費相当額 79百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 繰延税金資産 

賞与引当金 912百万円

退職給付引当金 14,864 

投資有価証券等評価損 2,520 

貸倒引当金繰入限度超過額 464 

未払事業税 481 

その他 512 

繰延税金資産小計 19,754 

評価性引当額 △2,215 

繰延税金資産合計 17,539 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 繰延税金資産 

賞与引当金 949百万円

退職給付引当金 12,756 

投資有価証券等評価損 2,460 

貸倒引当金繰入限度超過額 700 

未払事業税 747 

その他 429 

繰延税金資産小計 18,044 

評価性引当額 △2,912 

繰延税金資産合計 15,131 

 (2) 繰延税金負債 

 (注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれている 

固定資産圧縮積立金 △639 

特別償却積立金 △617 

その他有価証券評価差額金 △10,753 

繰延税金負債合計 △12,009 

繰延税金資産の純額 5,529 

 流動資産－繰延税金資産 1,527百万円

 固定資産－繰延税金資産 4,002 

 (2) 繰延税金負債 

 (注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれている 

固定資産圧縮積立金 △607 

特別償却積立金 △480 

その他有価証券評価差額金 △10,811 

繰延税金負債合計 △11,899 

繰延税金資産の純額 3,231 

 流動資産－繰延税金資産 1,830百万円

 固定資産－繰延税金資産 1,401 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異との

原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

(調 整)   

交際費等永久に損金に算入 
されない項目 

0.3

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△4.1

住民税均等割 0.1 

間接外国税額控除 △2.8 

研究費税額控除 
評価性引当額の増加額 

△3.9
2.1 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.9 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異との

原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.6％

(調 整)   

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

0.2 

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△2.4 

間接外国税額控除 △2.2 

評価性引当額の増加額 1.6 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.6 



(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はない。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 262.19円 １株当たり純資産額 295.42円

１株当たり当期純利益 29.86円 １株当たり当期純利益 43.26円

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) ― 177,111 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ― 177,111 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数(千株) 

― 599,521 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益(百万円) 18,006 25,943 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 40 ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 17,966 25,943 

普通株式の期中平均株式数(千株) 601,686 599,629 



(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ダイヤニトリックス株式会社の株式異動について 

当社は、ダイヤニトリックス株式会社の発行済普通

株式の50％を所有していたが、平成18年４月１日付け

で、三菱化学株式会社が所有する同社の株式の15％を

取得し、当社の同社に対する持ち株比率が65％となっ

た。 

これにより、従来、持分法を適用する関連会社であ

ったダイヤニトリックス株式会社は、翌事業年度（自

平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）より、当

社の連結子会社となる。 

なお、ダイヤニトリックス株式会社の概要について

は以下の通りである。 

(1) 所在地：東京都中央区 

(2) 事業内容：アクリロニトリル、アクリルアマイ

ド、これらの製造用触媒及び凝集剤の製造、販売 

(3) 業績及び財政状態（平成18年３月期） 

売上高    45,924百万円 

当期純利益   1,747百万円 

資本金     2,000百万円 

総資産    18,168百万円  

(4) 株式の取得価額 4,800百万円 

 国内無担保普通社債の発行について 

当社は、平成19年５月28日開催の当社取締役会にお

いて、国内無担保普通社債の発行を決議し、平成19年

６月18日に発行した。その概要は「第５ 経理の状況

１ 連結財務諸表等」の「重要な後発事象」に記載の

とおりである。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

投資有価証券     

(その他有価証券)     

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 
グループ 

5,032 6,692 

信越化学工業㈱ 702,000 5,047 

三菱地所㈱ 1,178,000 4,558 

日本たばこ産業㈱ 7,500 4,342 

㈱三菱ケミカルホールディングス 3,804,500 3,815 

旭硝子㈱ 1,775,000 2,944 

麒麟麦酒㈱ 1,623,000 2,762 

三菱瓦斯化学㈱ 2,263,000 2,557 

三菱重工業㈱ 3,003,000 2,288 

三菱マテリアル㈱ 3,522,000 1,968 

三菱商事㈱ 717,000 1,960 

ダイセル化学工業㈱ 2,310,000 1,859 

㈱三陽商会 1,654,000 1,748 

㈱アシックス 1,048,000 1,382 

スタンレー電気㈱ 486,000 1,163 

㈱カネカ 1,000,000 1,124 

コープケミカル㈱ 5,000,000 725 

東華合繊股份有限公司 32,659,922 645 

㈱八十二銀行 666,000 546 

その他(158銘柄) 17,656,319 9,411 

計 81,080,273 57,545 



【債券】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

投資有価証券     

(満期保有目的の債券)     

富山商工会議所債 0 0 

計 0 0 

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

投資有価証券     

(その他有価証券)     

出資証券((独)新エネルギー・ 
産業技術総合開発機構他) 

3 1 

投資事業有限責任組合及びこれ
に類する組合への出資 

1 10 

計 4 11 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期減少額のうち( )内は内数で、減損損失の計上額である。 

２ 当期減少額のうち[ ]内は内数で、国庫補助金等により取得価額から控除している圧縮記帳額である。 

３ 同一種類のものについて、その当期増加額が資産の総額の1/100を超えるものは機械装置、土地及び建設仮勘定であり、

その主な内訳は、生産設備増強工事及び土地購入などである。また、同一種類のものについて、その当期減少額が資産

の総額の1/100を超えるものは機械装置であり、その主な内訳は、化成品製造設備、繊維製造設備及び機能樹脂製造設備

などの廃棄・処分である。 

４ 無形固定資産の金額は資産の総額の1/100以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略している。 

５ 長期前払費用は法人税法に規定する期間で均等償却を行っている。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産               

 建物 65,290 1,537 
1,100
(38) 
[3] 

65,726 42,359 1,404 23,366

 構築物 29,468 648 
1,618
(0) 

28,498 21,679 651 6,819

 機械装置 285,911 11,676 
19,622
(22) 

277,965 237,059 8,786 40,905

 車両運搬具 1,424 48 312 1,160 1,050 32 109

 工具器具備品 16,282 1,009 2,014 15,277 12,708 922 2,569

 土地 19,200 5,256 
1,385

[1,309] 
23,071 ― ― 23,071

 建設仮勘定 7,180 28,966 20,176 15,970 ― ― 15,970 

有形固定資産計 424,758 49,143 
46,232
(61) 

[1,312] 
427,670 314,857 11,796 112,812

無形固定資産               

 特許権 ― ― ― 18 9 2 8 

 借地権 ― ― ― 853 ― ― 853 

 商標権 ― ― ― 4 1 0 3 

 実用新案権 ― ― ― 1 0 0 0 

 意匠権 ― ― ― 0 0 0 0 

 ソフトウェア ― ― ― 1,938 830 298 1,108 

 その他 ― ― ― 27 ― ― 27 

無形固定資産計 ― ― ― 2,844 842 301 2,002 

長期前払費用 1,016 1 282 735 384 79 350 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



  

【引当金明細表】 

  

(注) ※１ 当期減少額の「その他」は、洗替による戻入額である。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金※１ 1,310 1,881 37 1,272 1,881 

賞与引当金 2,241 2,333 2,241 ― 2,333 

取締役賞与引当金 ― 40 ― ― 40 

役員退職慰労引当金 567 130 68 ― 630 

修繕引当金 127 88 177 ― 39 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

① 流動資産 

(イ)現金及び預金 

  

  

(ロ)受取手形 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 3 

預金   

当座・普通預金 2,421 

定期預金 ― 

計 2,421 

合計 2,424 

相手先 金額(百万円) 

新興プラスチックス㈱ 958 

山宗㈱ 522 

ヨネックス㈱ 154 

大成ファインケミカル㈱ 69 

富士実業㈱ 63 

その他 285 

合計 2,052 

期日別 金額(百万円) 

平成19年４月 750 

    ５月 448 

    ６月 514 

    ７月 317 

    ８月 20 

    ９月 ― 

    10月以降 ― 

合計 2,052 



(ハ)売掛金 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

  

(ニ)製品 
  

  

(ホ)原材料 
  

  

相手先 金額(百万円) 

三菱商事㈱ 7,371 

Grafil,Inc. 2,660 

三菱レイヨン・テキスタイル㈱ 2,063 

㈱島田商会 2,031 

三菱ＵＦＪファクター㈱ 1,364 

その他 34,714 

合計 50,207 

前期繰越高 
(百万円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 

  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

45,000 543,105 537,898 50,207 91.4 32 

内訳 金額(百万円) 

化成品・樹脂製品 10,250 

繊維製品 2,113 

炭素繊維・複合材料、機能膜製品他 1,920 

合計 14,284 

内訳 金額(百万円) 

化成品・樹脂製品関係原料 2,262 

繊維製品関係原料 2,957 

炭素繊維・複合材料、機能膜製品関係原料 121 

燃料他 1,003 

合計 6,345 



(ヘ)仕掛品 

  

  

(ト)貯蔵品 

  

  

② 固定資産 

(イ)関係会社株式 

  

  

内訳 金額(百万円) 

化成品・樹脂製品仕掛品 251 

繊維製品仕掛品 822 

炭素繊維・複合材料、機能膜製品他仕掛品 199 

合計 1,272 

内訳 金額(百万円) 

工場消耗品 470 

修繕材料 660 

梱包材料他 575 

合計 1,706 

内訳 金額(百万円) 

Mitsubishi Rayon America Inc. 6,956 

ダイヤニトリックス㈱ 5,800 

ユーエムジー・エービーエス㈱ 2,435 

Thai MMA Co.,Ltd. 2,058 

三菱レイヨン・エンジニアリング㈱ 1,624 

その他 6,055 

合計 24,930 



(ロ)関係会社出資金 

  

  

③ 流動負債 

(イ)支払手形 

  

  

期日別内訳 

  

  

内訳 金額(百万円) 

恵州恵菱化成有限公司 7,159 

三菱麗陽高分子材料（南通）有限公司 3,160 

寧波麗陽化繊有限公司 3,098 

江蘇新菱化工有限公司 2,841 

南通麗陽化学有限公司 2,030 

その他 1,158 

合計 19,447 

相手先 金額(百万円) 

中国紡織㈱ 224 

堀富商工㈱ 181 

大王加工紙工業㈱ 66 

田中紙管㈱ 52 

ダイキン工業㈱ 42 

その他 127 

合計 694 

期日別 金額(百万円) 

平成19年４月 486 

    ５月 120 

    ６月 85 

    ７月以降 1 

合計 694 



(ロ)買掛金 
  

  

(ハ)短期借入金 
  

  

  

相手先 金額(百万円) 

三菱レイヨン・エンジニアリング㈱ 3,845 

三井化学㈱ 3,384 

三菱商事㈱ 3,305 

ダイセル化学工業㈱ 2,903 

出光興産㈱ 2,876 

その他 30,774 

合計 47,090 

相手先 金額(百万円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,700 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 4,900 

農林中央金庫 4,700 

㈱みずほコーポレート銀行 2,800 

㈱常陽銀行 2,500 

㈱八十二銀行 2,500 

㈱南都銀行 1,250 

エムアールシー・ファイナンス㈱ 650 

１年内返済予定の長期借入金 ― 

合計 25,000 



④ 固定負債 

(イ)退職給付引当金 
  

  

  

(3) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

ａ．平成15年12月11日、当社を含む２社は、塩化ビニル樹脂向けモディファイヤーの販売価格を共同で引き上げ

たとして、公正取引委員会から独占禁止法違反(不当な取引制限の禁止)による排除勧告を受けたが、当社は

同勧告に対し平成15年12月22日に不応諾の文書を提出し、現在審判中である。本件に関し、米国において当

社のモディファイヤーの販売に関し、価格カルテルを結んでいたとして、損害賠償請求の民事訴訟が提起さ

れ、平成19年６月に一部については和解した。 

  

内訳 金額(百万円) 

退職給付債務 61,275 

年金資産 △34,881 

退職給付信託設定 △8,739 

未認識数理計算上の差異 △2,841 

前払年金費用 11,908 

合計 26,722 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 本会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

   ①  会社法第189条第２項各号に掲げる権利(剰余金の配当を受ける権利、株式無償割当てを受ける権利、単元未満株式を買い

取ることを請求する権利、残余財産の分配を受ける権利等) 

   ②  本会社の株式取扱規則の定めに従い、株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すこと

を本会社に請求する権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券及び1,000株未満の株式数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券１枚につき30円に当該株券に課される印紙税相当額を加えた額 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 登録１件につき3,000円 

  株券登録料 株券１枚につき30円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
本会社の公告は、電子公告により行う。但し、事故その他やむを得ない事由により電
子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第81期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第82期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月19日関東財務局長に提出 

  

(3) 訂正発行登録書 

平成18年６月29日及び平成18年12月19日関東財務局長に提出 

  

(4) 発行登録書(普通社債)及びその添付書類 

平成19年５月11日関東財務局長に提出 

  

(5) 発行登録追補書類(普通社債)及びその添付書類 

平成19年６月８日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はない。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

三菱レイヨン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱レ

イヨン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三

菱レイヨン株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(3)に記載されているとおり、会社は、退職給付会計における数

理計算上の差異の費用処理方法を変更した。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。 

３．セグメント情報に記載されているとおり、会社は、セグメント情報における事業区分の方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  高  山  秀  廣  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  神  尾  忠  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

三菱レイヨン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱レ

イヨン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三

菱レイヨン株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  高  山  秀  廣  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  神  尾  忠  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

三菱レイヨン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱レ

イヨン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱レ

イヨン株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な会計方針５に記載されているとおり、会社は、退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理方法を変

更した。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  高  山  秀  廣  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  神  尾  忠  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

三菱レイヨン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱レ

イヨン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱レ

イヨン株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  高  山  秀  廣  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  神  尾  忠  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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